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要約 
WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸センター）は、神戸グループ1からの支援と

WHO理事会の承認を受けて1995年に設立されました。WHO神戸センターの「2018～26

年研究計画」は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の推進を加速させることを

目的とした、高齢化と災害・健康危機管理（Health EDRM）を見据えた保健医療制度の研

究を掲げています。 

WHO健康開発総合研究センター諮問委員会（ACWKC）は、WHO事務局長（DG）の任

命を受けたWHOの6地域、日本政府、地域、および神戸グループの各代表で構成されてい

ます。2024年11月25～26日に神戸で開催された第28回会合では、WHO神戸センターの戦

略的優先課題に関してWHO事務局長とWHO神戸センター所長に提言を提出しました。事

務局は、2018年から2023年にかけての研究の進捗状況と成果の最新情報をまとめ、研究の

3分野と地元との連携強化における活動の2025年に向けた計画を発表しました。加えて、

第3期覚書の合同評価から得られた知見も発表しています。諮問委員会は、2023年の諮問

委員会の提言へのセンターの対応に満足しており、限られた人材と予算で大きな成果を上げ

たチームを評価しました。 

議長のビロージ・タンチャロエンサティエン委員が委員会の結論と提言を発表しました。 

 

結論 

諮問委員会は、特筆すべきいくつかのグローバルな情勢を挙げました。 

1. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関する国連総会ハイレベル会合に向けた準備に関

する世界保健総会決議（WHA76.4）が採択された。 

2. 国連総会決議（A/RES/78/4）：2023 年のユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関する

ハイレベル会合の政治宣言が採択された。なかでも第 109 パラグラフでは、「2030 年

までのユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成に向けて歩みを加速させるうえで、本宣

言の実施に関する包括的なレビューを行い、ギャップとその解決策を特定することを目

的としたユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関するハイレベル会合を 2027 年にニュ

ーヨークで開催することを決定する」と述べている。 世界保健総会決議（WHA76.4）

 
1 兵庫県、神戸市、株式会社神戸製鋼所、神戸商工会議所 
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と国連総会決議（A/RES/78/4）はいずれも未充足の健康ニーズについて明確に言及し

ている。 

3. 国連総会決議（A/78/L.2）：2023 年のパンデミック予防・備え・対応に関する国連総会

ハイレベル会合の政治宣言が採択された。 

4. パンデミック協定に関する政府間交渉機関を通じた交渉が現在も続いている。そこでは、

パンデミックの影響を受ける締約国の要請に応じて派遣可能なグローバルな健康危機に

対応する人材の必要性も強調されている。 

5. 国連「健康な高齢化の 10 年」：2020 年 12 月 14 日、国連総会で「健康な高齢化の 10

年」（2021～30 年）が宣言された。 

 

WHO 神戸センターの研究ポートフォリオは、世界的な政治的コミットメントに即しており、

それを裏付けるものでした。 

WHO 神戸センターの活動は、世界的に大きなインパクトを与えたと諮問委員会は評価しま

した。センターの研究活動は、世界情勢やさまざまなハイレベルの政治的コミットメントに

十分かつタイムリーに応えており、具体的には次のとおりです。 

1. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）のサービス提供とイノベーション：重要な

成果として挙げられるのは、数年におよんだ神戸認知症研究の成果の継続的な普及、および

日本老年学的評価研究機構（JAGES）と神戸市との協働による、神戸市民における新型コ

ロナウイルス感染症流行期の行動変化を分析する新たな研究の開始です（2023 年 8 月～

2025 年 12 月）。これらの研究は、世界的な貢献にあたるだけでなく、神戸市の優先課題に

も対応するものです。 

2. 持続可能な資金調達：主な成果としては、慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを

強化するための購入手段に関する研究の完了、高齢化社会が医療の財源確保や医療費の支出

に与える影響のシミュレーション研究の拡大、継続的なケア（LTC）への投資に関する新た

な出版物などが挙げられます。 

3. UHC の指標と測定：主な成果としては、医療における経済的保護指標の分析手法に関す

る新たな規範を示した文書の発表と、WHO の地域レベルで開始された 5 つの並行研究によ

る、高齢者のヘルスケア・社会的ケアの未充足ニーズに関する研究の大幅な進展が挙げられ

ます。 

4. 災害・健康危機管理（Health EDRM）：重要な成果としては、WHO 神戸センターが「災

害・健康危機管理に関するグローバル・リサーチ・ネットワーク」の事務局を務め、WHO
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の代表者年次会議を開催していることが挙げられます。また、60 か国 400 名以上の専門家

とともに、生きた参考資料として「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダン

ス」を作成・更新しています。さらに、災害・健康危機の状況下でのこころのケアや心理社

会的サポート、新型コロナウイルス感染症流行期の災害・健康危機管理に関する研究も行い、

特定の集団の医療ニーズにも取り組んでいます。 

2023 年から 2024 年にかけて、WHO の出版物（書籍、報告書）29 件、学術論文 28 件、

ポリシーブリーフ 12 件、その他、ワーキングペーパー、テクニカルレポート、会合報告書

等を含む、合計 70 件の文書および出版物を発行しました。最も重要な点は、WHO 神戸セ

ンターがこれらの研究を通じて、WHO と世界銀行が共同で隔年発表する「ユニバーサル・

ヘルス・カバレッジの追跡：グローバル・モニタリング・レポート」、国連 「健康な高齢化

の 10 年」（2021～30 年）および災害・健康危機管理に関する事業や計画に寄与したことで

す。 

各テーマの研究ハイライトは、UHC、災害・健康危機管理のニーズ、国連 「健康な高齢化

の 10 年」などに向けたに世界的なコミットメントに関連する知識と実践の領域を広げるも

のでした。WHO 神戸センターの研究活動がグローバルな規模で影響を及ぼしていることは

明らかです。 

なお、諮問委員会は、システマティックレビューのほとんどが英語文献で占められているこ

とを懸念し、今後の更新ではより多くの言語をカバーするよう努力すべきであると指摘しま

した。 

 

第 3 期覚書期間の共同評価では、3 つの主要な結果が報告されました。 

1. WHO 神戸センターは、国内外の研究機関との連携強化、地元自治体や日本の保健課題

に応じた研究の実施、研究成果の効果的な発信などにおいて、全ての研究分野で一定の

成果を上げました。 

2. 地元連携の分野で掲げる 3 つの主要な目標すべてに大きな成果が見られました。特に、

地元連携を強化するための体制の構築、研究成果の発信、人材育成への協力が高く評価

されました。その一方で、WHO 神戸センターへの期待とそれを実現させるのに必要な

キャパシティとの間には乖離も認められました。 

3. WHO 神戸センターは、ガバナンスに関する 3 つのうち 2 つの目的、すなわち外部チェ

ック機能の強化と、事業検討会議による活動計画案の決定プロセスの明確化を達成しま

した。至らなかった点は、WHO 本部から資金を調達できず、外部資金の獲得が限られ
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ていたことです。3 期の覚書を通じて投入された資金は、神戸グループ（兵庫県、神戸

市、株式会社神戸製鋼所、神戸商工会議所）からのみ提供されました。 

 

総括すると、あらゆる研究ポートフォリオにおいて、出版物、世界・国・地元への影響、人

材育成を含む地元との連携など、大きな成果が得られました。 

 

 

提言 

諮問委員会は、現行の第 3 期覚書は 2026 年 3 月 31 日に終了を迎え、WHO 神戸センター

の 2026 年以降の資金調達が現時点で確保されていないことを認識し、この状況に対し、諮

問委員会は以下の 5 つの提言を示しました。 

I. WHO 神戸センターが 30 年にわたり、地元、国、世界の政策や実践に与えた影響を

記録として残すために評価する。 

II. WHO 神戸センターと神戸グループ間の対話を通じ、さらには日本の厚生労働省と

協力し、同センターの今後について明確なメッセージを発信する。 

III. 政策立案者・実施者への知見の普及と伝達に注力する。 

IV. 進行中の研究プログラムを完了させ、特に UHC、未充足のニーズ、災害・健康危機

管理、国連 「健康な高齢化の 10 年」など、世界的なコミットメントに貢献する。 

V. WHO 神戸センターが 2026 年 3 月までに活動を終結する場合、世界的に意義のあ

る活動を継続させるために、その活動の一部を受け継ぐことのできる適切なパート

ナーを特定する。 
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1. 開会 
2024年11月25～26日、神戸で開催されたWHO健康開発総合研究センター諮問委員会

（ACWKC）第28回会合の開会にあたり、WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸セ

ンター）のサラ・ルイーズ・バーバー所長が開会の挨拶を行いました。WHO事務局長は、

新たに3名の諮問委員会委員を任命しました。WHO東地中海地域を代表するサウジアラビ

アのキングサウード大学 家庭医療・地域医療学部教授のルブナ・A.・アルアンサリ氏、

WHOアフリカ地域を代表する南アフリカのケープタウン大学名誉准教授のセバスチアナ・

カルラ氏。WHO西太平洋地域を代表するフィジー公衆衛生協会会長のレパニ・ワカタキレ

ワ氏です。WHO米州地域を代表するフェリペ・クルス・ベガ委員は、今回は欠席の運びと

なりました。厚生労働省からは欠席の井上肇委員の代理として、乃村久代氏が出席されまし

た。 

神戸グループを代表し、兵庫県の保健医療部長の山下輝夫委員代理は、アドバイザーに感謝

の意を表し、WHO 神戸センターの活動から得られた知見が、国内外の政策、特に災害・健

康危機管理の問題解決に役立つことを期待すると発言されました。同氏はまた、WHO 神戸

センターの経験が 2025 年の阪神・淡路大震災 30 年事業に貢献することを願うとも述べら

れました。 

厚生労働省の井上氏に代わり、国際企画戦略官の乃村久代委員代理がホスト国政府を代表し

て歓迎のことばを述べられました。乃村氏は、高齢化、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）、災害・健康危機管理をめぐる国際保健における同センターの重要な役割を認識し

ていると述べられました。厚生労働省は UHC に全面的にコミットしており、低・中所得国

（LMICs）の財務省と保健省の対話を支援するため、財務省、世界銀行、WHO とともに

UHC ナレッジハブを東京に設立する予定です。このほか、WHO の UHC・健康づくり担当

リー・アイラン事務局長補からもビデオメッセージが寄せられ、地元および国の関係機関に

よる揺るぎない支援と、諮問委員会の長年にわたる戦略的助言に謝意を示しました。 

 

 

 

2. 諮問委員会委員の紹介と法令手続き 
WHO南東アジア地域代表のビロージ・タンチャロエンサティエン諮問委員会議長は、新委

員を含む委員全員に歓迎の意を表しました。同氏は、WHO神戸センターの世界的な取り組
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みへの貢献を称え、神戸グループと日本政府の継続的な支援にも感謝の意を表しました。

WHO神戸センターの貢献は非常に重要で、限られたスタッフにもかかわらず、世界と地元

の健康に貢献しました。WHO神戸センターは、研究者のネットワークとの協力を通じてソ

ーシャルキャピタル（社会関係資本）を結集し、グローバルグッズに貢献してきたことが、

最近開催され、1500名を超える研究者が参加した第8回保健システム研究グローバルシン

ポジウムで実証されました。書記にはWHO欧州地域代表のクレメンス・オウアー委員が選

出されました。諮問委員会は、議題を採択しました。 

 

 

 

3. 研究計画 2024-25 と 2023 年諮問委員会

提言への対応 
バーバー所長は、最初の 20 年間の活動概要を説明した後に、2016 年から 2023 年までの

第 3 の活動期の成果を発表しました。これらには、10 年間の研究計画の策定、WHO 神戸

センターが事務局を務める世界的な研究ネットワークの設立（災害・健康危機管理に関する

WHO グローバルリサーチネットワーク）、同センターがコンセプトとシード資金を提供し

た高齢者の未充足ケアニーズの評価・測定方法を発展させることを目的とするグローバル・

リサーチコンソーシアム（CARETRACK）の設立支援、ならびに高齢化、保健医療制度、

災害・健康危機管理に関する 55 の研究プロジェクトの完了などが含まれます。同センター

は現在、WHO の出版物、書籍、学術文書、その他の研究出版物を合わせると年間 200 件

を超える文献を発表しており、年間 40 件という目標を大幅に超えています。 

WHO 神戸センターの 3 つの研究テーマは、WHO 総合事業計画（GPW 13-14）および

WHO 本部の関連部局と連携し、サービス提供、人口高齢化に適応したサービス提供、持続

可能な資金調達、高齢者の未充足のニーズの指標と測定、災害・健康危機管理（Health 

EDRM）に焦点を当てています。2023 年および 2024 年の現在まで、70 件の出版物を作

成しています。 

UHC サービスの提供とイノベーションのための研究活動と成果には、アジア太平洋地域に

おける人口高齢化への保健医療制度の対応（2018～23 年）、神戸認知症研究（2017～22

年）、JAGES と神戸市との神戸における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への市

民の行動変化に関する進行中のプロジェクト（2023～25 年）などが含まれます。後者 2 つ
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の研究は、神戸市や国内の他の自治体、そして世界における実践的な影響に焦点を当ててい

ます。 

持続可能な資金調達の分野では、WHO 神戸センターは経済協力開発機構（OECD）と協力

して 3 段階の調査を実施しました。第 3 フェーズは 2024 年に完了し、慢性疾患に対する

質の高いケアのための保健医療サービスの購入に焦点を当てています（2018～24 年）。

WHO 神戸センターはまた、WHO 欧州保健制度政策観測所と共同で、人口の高齢化に備え

る持続可能な資金調達に焦点を当てた 3 段階の研究プロジェクトを実施しました。さらに

は、人口の高齢化が医療の財源確保や医療費の支出に与える影響に関する研究も進行中です。

この研究は複数の国で適用されている保健医療制度における高齢化と財政的持続可能性のギ

ャップ（PASH）グローバルシミュレーターの開発につながりました。持続可能な資金調達

の課題には、継続的なケアのための資金調達に関する研究（2021～25 年）が含まれ、

2024 年には 10 件のリサーチブリーフが完成し、2025 年にはケンブリッジ大学出版局

（CUP）から書籍が出版される予定です。 

UHC 指標と測定の研究領域では、高齢者に焦点を当てた経済的保護に関する分析を継続し

ており、WHO と世界銀行が発行した「2023 年 UHC グローバル・モニタリング・レポー

ト」と、各国が世帯年齢構成別に経済的保護指標を報告するための基準を定める WHO の新

たな規範出版物に貢献しています。高齢者のヘルスケア・社会的ケアの未充足ニーズを特定

し、定量化する可能性に関する 5 つの新しい研究が、WHO の各地域事務局と共同で開始さ

れ、各 WHO 地域における未充足のニーズに関する利用可能なデータが評価されました。 

災害・健康危機管理（Health EDRM）に関する WHO 神戸センターの研究課題は継続して

います。同センターは、60 か国以上、400 名以上が参加する災害・健康危機管理に関する

WHO グローバルリサーチネットワークの事務局を務めています。「災害・健康危機管理の

研究手法に関する WHO ガイダンス」は 2021 年に発行され、2023 年には日本語版が作成

され、2025 年にはガイダンスの改訂が予定されています。将来の保健緊急事態への備えに

関する新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の教訓に関するプロジェクトは完了し、

精神保健と心理社会的サポートに関する別のプロジェクトが進行中です。 

WHO 神戸センターは引き続き、地元との連携強化や地域社会への貢献、これまでに得られ

た教訓の共有や関西を拠点とする研究機関とのパートナーシップを通じた国際的な協力の促

進に尽力いたします。広報活動は、毎回 150～200 名が参加する神戸グループの協力の下

開催した 7 つの WKC フォーラムのほか、刷新したウェブサイトの活用、ソーシャルメディ

ア活動の拡大や WHO 神戸センター2022～23 年事業成果報告書を通じて強化されました。
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同センターのスタッフは、学生向け講義を 31 回行い、11 の地元専門委員会に参加し、今年

8 月に開催したサマースクールは成功裏に終了しました。 

2023 年の諮問委員会の提言に対し、バーバー所長は、東京での設立が提案されている

UHC センターに関して、重複する取り組みはないように思われ、WHO 神戸センターは

UHC センターの取り組みに役立つ適切な研究資料を提供すると述べました。諮問委員会は、

SWOT 分析をセンター内部で実施し、外部評価の一環として特定のステークホルダーをイ

ンタビューに含めることを提案していました。そこで 2024 年、WHO 神戸センターのスタ

ッフは SWOT 分析を実施し、外部評価者は幅広いステークホルダーへのインタビューに努

め、評価結果に寄与しました。WHO 神戸センターは、国や大陸を超えた研究の普及と知識

の共有を強化し、政策採用への促進につなげるため、研究出版物（ジャーナル、ポリシーブ

リーフ）に加え、ウェビナー、主要研究パートナーとのビデオインタビュー、プレスリリー

ス、対面での会議セッション、ソーシャルメディアを利用して、マルチメディア・コミュニ

ケーションを強化しました。諮問委員会は、グローバルサウスの保健医療制度との関連性を

確保するために WHO 神戸センターの専門知識と協力関係を拡大することと、同センターが

グローバルサウスの新たな機関を含む研究ネットワーク（例：災害・健康危機管理分野、未

充足ニーズの研究コンソーシアムなど）を拡大するための協調的な努力を行うことを奨励し

ました。 

地元関西のコミュニティを代表して参加した坂下玲子委員と、WHO 欧州地域代表のクレメ

ンス・オウアー委員が討議の進行役となりました。坂下委員は、同センターの出版物の多さ

を評価し、サマースクールを通じた地域社会への貢献も高く評価しました。WHO 神戸セン

ターに限らず、地元市民の意識向上は根気のいる課題であり、坂下委員はこれを改善するた

めにも神戸グループと共同で取り組む活動を推奨しました。現在の 3 つの研究テーマは、

2026 年以降も継続していくことが重要です。また、WHO 神戸センターが災害・健康危機

管理においてリーダーシップを発揮し続けることは、世界の防災を進めるうえで重要であり、

阪神・淡路大震災から 30 年を迎える 2025 年、兵庫県内のいくつかの機関は、この機会に

防災と人材育成を強化しようとしています。この件に関する WHO 神戸センターの貢献が期

待されます。 

クレメンス・オウアー委員は、WHO 神戸センターが災害・健康危機管理における優れた活

動において、同センター創設者の期待に応えていることを評価しました。人口高齢化と未充

足ニーズへの取り組みは現実の問題に直結するものであり、同氏は参加者に PASH シミュ

レーターについて積極的に検討するよう促しました。WHO 神戸センターは、世界的に高い

評価を得ている真珠のような存在であり、神戸グループの長年にわたる支援に祝辞を述べま
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した。また、センターの研究は、グローバルな健康安全保障や高齢化の政治的・社会的課題

に直面する加盟国を支援しており、2026 年以降も継続されるべきです。そして、WHO 神

戸センターが非感染性疾患に関連する被害の経済的側面をより深く理解することに貢献でき

るのではないかと提案しました。 

 

要点 

• 2027 年に開催される UHC に関する国連総会ハイレベル会合は、WHO 神戸センターの

未充足ニーズに関する研究を発表する重要な機会となりうる。諮問委員会議長は、当会合

の成果文書に関連テキストが含まれるよう働きかけることとする。WHO 神戸センターに

は、未充足ニーズ測定の標準化を加速させ、その価値を具体的に示すものとして、未充足

ニーズの代償を定量化することを推奨する。 

• 現在協議されているパンデミック協定案には、健康危機への対応要員に関する条項が含ま

れており、次回の世界保健総会で採択されれば、必要とされる重要なスキルは災害・健康

危機管理の研究分野の範疇に含まれる。 

• PASH シミュレーターの実用的な価値は高く評価され、WHO 神戸センターはその普及の

ために地元や地域単位でのワークショップを開催することも検討できる。 

• WHO 神戸センターはまた、研究成果の実装に向けて、各国の保健省以外の幅広いステー

クホルダーとの連携を模索することも考えられる。 

 

 

 

 

4. 共同評価の結果報告 
 

WHO 神戸センターのローゼンバーグ・恵美技官は、第 3 期覚書の共同評価の結果を報告しま

した。2023 年、WHO 神戸センターと神戸グループは共同で、2016 年から 2023 年まで

の第 3 期覚書の期間を対象とした外部評価を委託しました。外部評価は、大阪大学大学院医

学系研究科・医学部附属病院グローバルヘルスイニシアティブによって 2024 年 3 月から 7

月にかけて実施され、関連資料の精査と幅広いステークホルダーへのインタビューが行われ

ました。評価結果は、2024 年 7 月 27 日に開催された第 18 回事業検討会議で神戸グルー

プに報告されました。 
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主な評価内容は、研究能力が強化され、国内外の研究グループとの連携が強化されるなど、

すべての分野で大きな成果が得られたこと、地元の保健ニーズに基づいて研究を実施したこ

と、研究成果を効果的に普及したこと、などでした。ガバナンスの強化に関しては、外部チ

ェック機能の強化、および神戸グループからのインプットを活用した活動計画案決定プロセ

スの明確化において大きな成果がありました。課題としては、自立した持続可能な資金基盤

を構築することの難しさが挙げられました。地元連携強化に向けた組織体制の強化、研究成

果の発信、人材育成への協力により、地元との連携強化は大幅に改善されたものの、神戸グ

ループの期待には届きませんでした。 

神戸グループを代表して山下輝夫委員代理がコメントを述べ、議論をリードしました。同氏

は、研究能力強化の成果を評価し、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に伴う行動

変容に関する神戸市のプロジェクトは公衆衛生に大きく貢献し、地元の政策に取り入れるこ

とができるとコメントしました。さらに同氏は、ガバナンスが飛躍的に強化されていること

を評価し、神戸グループのインプットが WHO 神戸センターの事業計画策定に反映されてい

ることに感謝の意を表しました。しかし、神戸グループは WHO 神戸センターの制約を理解

しながらも、外部資金を得られなかったことは残念であったと述べました。 

神戸グループは、WKC サマースクールや年 3 回以上の WKC フォーラムなど、WHO 神戸

センターの研究成果の発信や地元における広報活動を改善する努力を高く評価しています。

ドナーである神戸グループは、センターの国際的な役割と地元貢献の責任とのバランスを取

ることの難しさを理解していますが、地元納税者への説明責任を果たすため、神戸グループ

は WHO 神戸センターに具体的な地元貢献を行うよう要求しました。山下氏は、神戸グル

ープとしてはまだ追加の出資を承認しておらず、第 4 期覚書は作成されないだろうと述べま

した。 

バーバー所長は、神戸 グループの長年の支 援 に感謝し、新型コロナ ウイルス 感染症

（COVID-19）研究をどのように地元の政策に落とし込むのかについての神戸グループの関

与や、WHO 神戸センターが地元社会でどのように存在感をアピールできるかについての助

言を歓迎しました。同センターは 2025 年もサマースクールを継続する予定です。同所長は、

納税者と議会の懸念を理解しており、2026 年 3 月に資金提供を停止するという神戸グルー

プの決定に対して、WHO 本部からの公式な回答を受け取っていないと述べました。しかし、

WHO は地元と国の支援なしには、WHO 神戸センターの運営を継続することはできません。 
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要点 

• WHO 神戸センターが学術的に大きな貢献を果たしていることを委員全員が認識した。 

• しかし、厚生労働省の支援がない限り、神戸グループが 2026 年 3 月以降も同センター

への支援を継続できないことが理解された。 

• 厚生労働省は、これから設立される東京 UHC ナレッジハブにコミットしているが、

WHO 神戸センターの功績がレガシーとして残ることを期待する。 

• 同センターがいかに重要な専門的課題に貢献してきたかについてのグローバルな視点も

含め、将来を見据えた前向きなメッセージの共同発信が必要であることが合意された。 

 

 

 

 

5. 地元との連携強化 
WHO神戸センタープログラムオフィサーのロイク・ギャルソン氏、コンサルタントのグリ

ア・ヴァン・ジル氏、倉林知子氏、横江亮氏が、地元との連携強化に関する進捗報告を行い、

2025年に向けたプログラム案を発表しました。先ず、UHCとSDGsの実現に向けて、国を

超えた協力を促進する目標を達成するために、WHO神戸センターは関西の学術機関や地方

自治体との連携を継続し、UHCとSDGsに焦点を当てた共通の健康課題に取り組む協力関

係を強化しました。2023～2024年に実施した8つの学術機関との新規および継続的な提携

もこれらに含まれています。 

WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）

の事務局として、WHO 神戸センターは関西の研究機関と世界の研究コミュニティとの連携

を確立する上で重要な役割を果たし、災害・健康危機管理に関する政策と知識のギャップを

更新するための代表者会議を開催しました。「災害・健康危機管理の研究手法に関する

WHO ガイダンス」の更新と適用、「災害・健康危機管理に関する WHO ナレッジハブ」の

設立、「災害・健康危機管理に関する WHO グローバル研究指針」の策定という 3 つの世界

規模の共同研究活動が進められています。 

WHO 神戸センターの会議開催の任務により、オンライン、ハイブリッド、対面の形で海外

からの参加者が出席した国際会議開催が実現しました。主要なものをあげると、WHO 欧州

地域事務局（EURO）との災害・健康危機管理のための研究能力構築のための初の地域ワー

クショップを開催、70 名以上の参加者が現地オックスフォード（英国）とオンラインで参
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加しました。また、高齢者の未充足のケアニーズを把握するという新たな分野に貢献するた

め、WHO 地域事務局と外部研究パートナーからテクニカルオフィサーを集めた「高齢者の

医療・社会的ケアにおける未充足ニーズに関するデータの強化」に関する技術会議を開催し

ました。この内容は、2024 年 11 月 20 日に長崎で開催された 「The 8th Global 

Symposium on Health Systems Research 2024（第 8 回保健システム研究グローバル

シンポジウム-HSR2024）」における WKC セッション「保健医療におけるアンメットニー

ズ測定の現状：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）のためのサービスカバレッジ

と経済的保護のモニタリング強化に向けて」で議長タンチャロエンサティエン博士の進行に

より報告されました。さらに、WHO ジュネーブ本部の保健制度資金供給・経済ユニット

（HFE）および経済協力開発機構（OECD）と共同でウェビナー（「人頭払い制度とパフォ

ーマンスに基づく支払いの融合：継続的なケアの質は向上するのか」）を開催し、各国から

約 170 名が参加しました。 

WKCフォーラムはWHO神戸センターの研究を伝え、普及するために重要であり、開催を

重ねるごとに地元コミュニティにも貢献しました。2024年、WHO神戸センターは年3回の

フォーラム開催という目標を上回り、日本災害医学会、日本老年社会科学会、日本プライマ

リ・ケア連合学会やWKCサマースクール参加者などのパートナーとともに、多様なテーマ

で5回のフォーラムを開催しました。 

研究活動情報の発信に努めるために、2024 年の早い時期にウェブサイトを一新し、すべて

の WHO 事務局との整合を図るとともに、外部とのコミュニケーションにソーシャルメディ

アを使用しました。X（旧ツイッター）では 9,500 名を超えるフォロワーを維持し、

YouTube チャンネルではインタビューや会議を促進するためのさまざまなコンテンツを制

作しました。さらに認知度を高めるため、2023 年 11 月に LinkedIn アカウントを開設し、

約 1,200 名のフォロワーと高いエンゲージメント率を獲得しました。各研究プロジェクト

の広報計画は、学術論文、ポリシーブリーフ、WKC サマリー、研究者やパートナーへのイ

ンタビュー、プレスリリース、ツイート、ウェビナーなど、研究成果の戦略的普及に役立ち

ました。2023～24 年にセンターのウェブサイトに掲載された記事の数は、日本語・英語の

両言語で 170 件以上でした。 

2023 年、諮問委員会は、WHO 神戸センターに対し、国や地域の垣根を越えて、研究成果

の効果的な発信や知識・経験の共有に努め、政策への反映を推進するよう提言しました。こ

れを受けて WHO 神戸センターは、専門分野を持つオーディエンス（研究者／政策立案者）

向けのコミュニケーション媒体の利用を増やし、LinkedIn のアカウントを開設し、初のウ

ェビナーを開催しました。 
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議論を進行した坂下玲子委員と乃村委員代理は、地元との連携強化の取り組みを評価し、研

究ネットワークの拡大や青少年育成を含む普及活動の強化も評価しました。WKCサマース

クールとWKC学生フォーラムは、地元との関わりにおける重要な成果として大きく取り上

げられました。地元市民や政策立案者の意識向上は、依然として根気の必要な課題です。坂

下委員と乃村委員代理は、高齢者の未充足ニーズとUHCのサービス提供に取り組むために

政策立案者を巻き込むことは、難しいが効果的であると示唆しました。小学生へのアウトリ

ーチは、その親たちに働きかける際に効果があると考えられます。乃村委員代理は、東京の

新しいナレッジハブが、WHO神戸センターの研究成果を連携・活用する機会になりうる可

能性を示唆しました。 

 

要点 

• WHO 神戸センターによる、さまざまなコミュニティに向けた研究成果の普及のための

多大な努力が評価された。 

• WHO 神戸センター設立から 30 周年にあたる 2025 年には、世界・国・地元（県・市）

の保健に対する同センターの貢献度を示す影響評価を行うことを提案する。 

• WHO 神戸センターが一連の成果を出すために活用したソーシャルキャピタルをネット

ワーク分析を適用して評価することで、波及効果も含めて特定することができ、UHC、

認知症、メンタルヘルス、災害・健康危機管理の研究分野への貢献へと繋がると考えら

れる。 

 

 

 

 

6. 研究テーマ 1：災害・健康危機管理 
(HEALTH EDRM) 

 

WHO神戸センターの茅野龍馬医官と同センターコンサルタントのマクダーモット 加藤真喜

子氏が、災害・健康危機管理（Health EDRM）の研究ポートフォリオと2025～26年の活

動計画案を発表しました。研究プロジェクト「コミュニティのレジリエンス（強靭性）強化

に向けた戦略に関する体系的同定および評価」（ベイラー大学、広島大学、マクレナン郡医

学教育研究財団、兵庫県立大学、ロビン・ムーア&アソシエーツ、クイーンズランド工科大
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学、バングラデシュ保健・家族福祉省、テキサス大学サウスウェスタン・メディカル・セン

ター、2021～23年）は完了しました。オーストラリア、バングラデシュ、スロベニア、ト

ルコ、米国から175名の地方自治体職員と医療従事者を招き、8つのワークショップを実施

しました。国連防災機関（ＵＮＤＲＲ）が開発・検証した「公衆衛生システムレジリエンス

スコアカード」を用いたアンケート調査が完了し、コミュニティ・レジリエンスに関する今

後の政策とプログラムのための重要な教訓と戦略を特定するため、意見の優先順位付けが行

われました。学術論文は準備中です。 

研究プロジェクト「災害によるメンタルヘルスへの影響の軽減：精神保健と心理社会的的サ

ポート (MHPSS)）向上のためにさらに効果的な災害リスク低減ツールをサポートするエビ

デンス」（メルボルン大学、Phoenix Australia、モナシュ大学、カーティン大学、岡山大

学、大阪大学、イタリア緊急心理社会的支援学会（エミリア＝ロマーニャ州）、米国国立

PTSDセンター、2023～25年）は進行中です。これは、被災者のメンタルヘルスへの長期

的な災害影響に関する2020-21 MHPSSプロジェクトのフォローアップ研究です。このプ

ロジェクトは、既存のMHPSSの実践と政策のマッピングを通じ、WHOと機関間常設委員

会（IASC）のガイダンス文書に情報を提供する政策と実践の影響を特定することを目的と

しています。学術論文は準備中です。 

WHO神戸センターは、60か国400名以上の専門家が参加する災害・健康危機管理に関す

るWHOグローバルリサーチネットワークの事務局であり、災害・健康危機管理の知識の確

立と貢献のための国際的な共同活動を推進し、新しい研究プロジェクトに技術的助言を提供

しています。2025年にコンテンツを改訂する計画で、ウェブサイトに災害・健康危機管理

に関するWHOナレッジハブを維持しています。2023年11月14日に開催した第5回代表者年

次会議において、現在の取り組みを継続することが合意され、特に低・中所得国（LMICs）

における地域や国での研究を推進する必要性を強調しました。WHOガイダンスは2021年

に初版が発行され、2022年に改訂され、日本語版は2023年に作成されました。普及活動

としては、2023年にオンライン学習教材を開発し、2023年7月にはWHO東地中海地域事

務局（EMRO）とWHO欧州地域事務局（EURO）との合同ウェビナーを開催しました。

2024年5月には、イギリス健康安全保障局の支援を得て、WHO欧州地域事務局（EURO）

と合同ワークショップを開催し、加盟国10ヵ国の代表者が参加しました。2025年には

WHO東地中海地域事務局（EMRO）とも同様のワークショップを開催することが検討され

ています。学術論文は準備中です。 

2023年、諮問委員会は、災害・健康危機管理の事業はWHOパンデミック協定にとって重

要かつ貢献できると提言しました。具体的には、人材育成のカリキュラムの開発が必要とさ
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れる国に要請に応じて派遣される公衆衛生緊急人材の育成などが考えられます。これに応じ

て、WHO神戸センターは決議が可決されればその実施に貢献し、緊急時・災害時の保健医

療人材育成に関する2020～22年の研究プロジェクトの研究結果をWHO本部の保健医療人

材部門およびオンライントレーニングを担当するOpenWHO部局と共有します。WHO神

戸センターは、2025年のWHO防災担当官会議にて合意された災害・健康危機管理のオン

ライントレーニングプログラムの研究モジュールの開発に貢献する予定です。 

諮問委員会はさらに、効果的な研究の普及と国や大陸を越えた知識と経験の共有を強化し、

政策の採用を推進するよう提言しました。また、WHO神戸センターがグローバルノースの

専門知識の動員と組織を超えたコラボレーションをグローバルサウスまで拡大し、グローバ

ルサウスの保健医療システムとの関連性を確保するよう奨励しています。これに対しWHO

神戸センターは、2023年のWHO EMROおよびWHO EUROとの共同ウェビナー、2024年

のWHO EUROとの共同ワークショップで実証された研究能力構築手法を普及し、地域や国

における研究を促進するための取り組みを継続する予定です。2023年から2024年にかけ

ては、WHOアフリカおよびWHO西太平洋地域事務局と東南アジア諸国連合が主催した健

康危機関連の研究に関するウェビナーに技術的貢献をし、同センターの研究成果と研究手法

に関する専門知識を共有しました。WHO神戸センターは今後も国内外の学会や主要な研究

機関と協力し、さまざまな地域や国と知識や専門技術を共有していきます。 

WHO米州地域の代表で議論の進行役であるフェリペ・クルス・ベガ委員は、今回は欠席の

ため文書でコメントを提出しました。同委員は、WHO神戸センターの知識普及の取り組み

を評価し、資料の翻訳を通じて拡大するよう提言しました。クルス・ベガ委員は、各地の研

究機関との連携協力を通じた研究プロジェクトの発展の支援につながる、地域のインプット

を統合するウェビナーの開催を提案しました。さらに、災害・健康危機管理の研究課題にお

いて、UHCならびに気候変動に対する医療システムの適応に焦点を当てることを提案しま

した。また、ジェンダー、障害者、健康の社会的決定要因などの社会的構成要素も研究に組

み込むことを提案しました。 

 

要点 

• WHO 神戸センターの貢献を南太平洋を含む各地域に対して広めるために、研究成果の

実装や知見の共有を推進するツールがあれば有益であると考えられる。 

• 諮問委員会は、WHO 神戸センターの世界・国・地元レベルでの貢献の規模について考

察した上で、同センターの功績を継承するために、災害・健康危機管理ネットワークの

新たな拠点を確保し、「ソフトランディング」をさせるアプローチを推奨した。  
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7. 研究ハイライト：災害・健康危機管理 
茅野医官と横江氏は「災害によるメンタルヘルスへの影響の軽減：精神保健と心理社会的サ

ポート (MHPSS)）向上のためにさらに効果的な災害リスク低減ツールをサポートするエビ

デンス」研究プロジェクトを紹介しました。このプロジェクトは、2020～22年に行われた

システマティックレビューに基づき、災害被災者の長期的なメンタルヘルスへの影響とその

要因を特定するためのものです。得られた主な知見としては、心的外傷ストレス障害

（PTSD）の症状は時間の経過とともに改善したものの、子供や青少年の間でうつ病と不安

が依然として高く、とりわけ若年層を対象とした持続可能なメンタルヘルスサービスが必要

であることなどが認められました。 

メルボルン大学が主導し、大阪大学と岡山大学の学術専門家からのインプットを取り入れた

現在のプロジェクトは、リスクの軽減、保護因子の促進、災害の影響の緩和を目指した既存

のMHPSS政策、プログラム、介入を特定することを目的としています。このプロジェクト

は、災害のリスクにさらされている人々や実際に被害を受けている人々の間で、その有効性

を裏付ける証拠を評価することになります。研究者は、災害時のMHPSSに関する最新のエ

ビデンスのギャップ分析を実施し、WHOとパートナーからのガイダンスに沿って改善に役

立つ既存のエビデンスを提供することを計画しました。マッピングが行われ、チームは主要

な促進要因とエビデンスギャップを特定しました。政策に反映させるための文献レビューと

エビデンスの統合は、順調に進んでいます。 

70名の参加者を対象としたマッピング調査では、専門的なトレーニング、監督、長期的な

スタッフ支援の重要性などを含む、災害の文脈における効果的なMHPSSプログラムの実施

に関する重要な洞察が明らかになりました。地域レベルでの関与と地域の知識に焦点を当て

たプログラムが非常に効果的であると強調されました。持続可能な資金の確保、プログラム

を地域の状況に適応させること、長期的な影響を評価することなどが一般的な課題として挙

げられました。 

期待される成果として、査読付き学術論文、IASCおよびWHOのガイダンス文書作成への

貢献、政策概要、調査結果の概要を収めたビデオやインフォグラフィックを通じた一般市民

への普及などがあることを茅野医官は説明しています。この研究は、最近の出版物を活用し、

ステークホルダーのスコープを拡大することで、防災対策の強化に付加価値をもたらします。

これはカーティン大学の先行研究を補完するもので、MHPSSにおける学際的な視点を前進

させ、MHPSSと健康の緊急事態対応管理の統合を促進することで、両分野の橋渡しを目指

します。 
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討議の進行役であるWHO東地中海地域代表のルブナ・A.・アルアンサリ委員は、この研究

は諮問委員会の報告書で取り上げられるべきだと強く主張しました。同氏は、現在の世界情

勢を踏まえてシステマティックレビューをアップデートするよう提案しました。また、レビ

ューと研究成果を英語に限定せず、（特にフランス語、スペイン語、アラビア語に）翻訳し、

世界中に発信するべきだと強調しました。 

 

 

 

8. 研究テーマ 2：UHC－サービス提供、持

続可能な資金調達、イノベーション 
バーバー所長より、優先研究課題の進捗、完了した研究の成果、2025～26 年の研究計画案

が紹介されました。先ず、一つ目の主要研究分野は、柔軟性に富み、高齢化社会に継続的か

つ革新的な形で適応するサービス提供モデルを評価することでした。二つ目の主要研究分野

は、高齢化社会が医療の財源確保や医療費の支出に与える影響を検討し、各国がどのように

継続的に適応し、政策調整を行ってきたかを把握することです。 

OECD との共同プロジェクト「質の高いヘルスケアのための価格設定と購入手段－UHC 推

進のための教訓（2018～24 年）」の第 3 フェーズが完了しました。2018 年以降の出版物

には、保健医療における価格設定と価格統制に関する書籍、介護・継続的なケアにおける価

格設定と価格規制に関する書籍、そして 2022～23 年の WHO 旗艦プロダクトである慢性

期医療に対する質の高い保健医療サービスのための購入手段に関する共同出版書籍などがあ

ります。この研究は、慢性疾患を持つ患者への医療の質を高め、健康アウトカムを改善する

ことを目的とした、医療サービスの購入手段や報酬の仕組みとその効果について検証するも

のでした。主要な研究結果は、報酬の仕組みは慢性期ケアの質の向上に貢献することが期待

されるものの、制度設計上の特徴と導入あたっての課題により、その可能性は十分に活用さ

れていないということでした。また、重要な促進要因として、医療情報システム、品質保証

システム、サービス提供要素、ガバナンス、規制、資金調達取り決めなどがあげられました。

この研究から得られた多くの教訓は、各国に広められました。 

現在進行中の研究は、日本老年学的評価研究機構（JAGES）と神戸市との共同プロジェク

ト「神戸市民における新型コロナウィルス感染症流行期の行動変化の分析」（2023～25 年）

があげられます。このプロジェクトの目的は、新型コロナウィルス感染症（COVID-19）流
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行期にみられた市民の健康への影響に対処するとともに、将来起こりうるパンデミックへの

備えについて、神戸市に対し、他の自治体への示唆ともなるような政策提言行うことを目指

し、また、COVID-19 パンデミック前後の神戸市の 20 歳以上の人口を対象に行動変容と

その健康への影響について解明することです。2023 年 11 月から 12 月にかけて行われた壮

年期の市民を対象に実施された健康調査に続き、データの抽出と分析が進められています。 

現在進行中の 2 つ目のプロジェクトは、WHO 保健制度ガバナンス・資金供給部門および高

齢化部門と共同で取り組んだ、継続的なケアのための資金調達に関する WHO 旗艦プロダク

ト、「人口高齢化を踏まえた継持続可能な資金調達（2020～25年）」です。これまで WHO

神戸センターは、継続的なケア（LTC）における資金調達に関する WHO の一連のブリーフ

を、低・中所得国（LMICs）への提言を中心に 10 件発表してきました（以下のハイライト

したプロジェクトを参照）。この研究は、JAGES、ロンドン・スクール・オブ・エコノミク

ス、ダルハウジー大学、ハーバード大学、京都大学による出版物を含む、6 つの研究背景論

文（2021～24 年）によって展開されました。LTC のフォーマルな制度における労働力とイ

ンフォーマルな介護者を支援する政策に関するシステマティックレビューのアンブレラレビ

ューが進行中です。 

この研究分野では、2023 年から 2024 年に 43 件の学術論文や出版物を発表しました。

PASH シミュレーターの更新（終末期ケアに関する政策オプションを追加で適用）、LTC 労

働力のシミュレーターの作成、LTC への投資に関する書籍を基にしたポリシーブリーフの作

成などです。  

2023 年、諮問委員会は、WHO 神戸センターに対して、COVID-19 パンデミックから学ん

だ教訓、例えば高齢者人口における影響、青少年のメンタルヘルス、特定の人口グループに

よるサービスへのアクセスや、必須サービスを維持するための病院の事業継続計画を調査す

るよう提言しました。WHO 神戸センターは提言を受けて、高齢者に焦点を当てたヘルスケ

アへのアクセス・利用などについて、神戸市の市民の健康関連行動に対する COVID-19 の

影響に関する研究調査を行っています。特定の推奨事項の一部については、慎重に検討を重

ねた結果、実施を見送ることになりました。例えば、COVID-19 による超過死亡率につい

ては、日本およびその他の地域の研究グループにより既に分析が進んでいました。諮問委員

会はまた、世界的な非感染症疾患（NCD）の急増に対応する取り組みとして、質の高い慢

性期ケアのサービスの購入手段に着目した実装研究模索することも提言しました。この勧告

については十分な検討の結果、リソースと技術的なキャパシティの制限、その他の WHO の

優先事項や要請事項、ならびに WHO の他の部門が主導する NCDs の予防と管理・質の高

い医療サービスに関する事業が進行中であることを考慮し、新規の取り組みは行わないこと
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としました。提案に沿い、LTC プログラムにおける需要側／助成金に関する研究について、

ＷＨＯ保健医療財政部局の担当官と協議中です。 

議論の進行役である WHO アフリカ地域代表のセバスチアナ・ジンバ・カルラ委員は、豊

富なネットワークを示したバーバー所長とそのチームの生産性を評価しました。高齢期にお

ける良好な健康状態は医療支出動向の影響を緩和し、高齢者の健康への継続的な投資は生活

の質を向上させ、医療予算の持続可能性を高めることになります。 

2025 年に向けてカルラ教授は、行政にとっても低予算の取り組みとなる予防と健康増進に

関する研究を提案しました。2025 年以降、医療提供のための予算を考慮することは極めて

重要になります。地域に根ざした LTC に関する研究を継続することは、認知症ケアを検討

することと同様に有用です。選択肢のコスト比較の例を示すなど、さらなる普及が有用でし

ょう。WHO 神戸センターは自らを改革し、PASH シミュレーターのようなプロダクトを有

料化することで、自ら資金を獲得することも考えられます。 

 

要点 

• 今後取り組むべき分野に、PASH シミュレーターに QOL（生活の質）を追加すること、

終末期ケア、LTC 財政などがある。  

• 諮問委員会は、地域事務局の協力のもと、国レベルの実務者を対象とした低コストで効

果的なウェビナーを開催するなど、学術論文の発表にとどまらない研究の普及に関する

提案を支持した。低中所得国の研究機関は、WHO 神戸センターの研究のユーザーであ

ると同時に実装者でもあり、その間のギャップを埋める方法を検討してもよい。 

• 健康を害する外的要因を特定し、民間企業により誘発される医療費を削減する方法につ

いて理解を深めことは、医療財政基盤の拡大につながりえる、医療経済学の「新しい章」

となる可能性がある。 

• WHO 神戸センターは、多くの波及効果をもたらし、神戸グループによる投資が「ベス

トバイ」であったと言える。 

• 科学的知見は常に更新されるもので、継続的な研究を必要とするため、厚生労働省が計

画している東京 UHC ナレッジハブも、研究なしには機能し得ないと考えられる。 
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9. 研究ハイライト：継続的なケア (LTC) 
バーバー所長は、WHO のグローバル旗艦プロダクツ 2022～24「高齢化を踏まえた持続可

能な資金調達」の一環として、継続的なケアのための資金調達：低・中所得への示唆に焦点

を当てたリサーチブリーフ・シリーズを挙げました。このブリ―フは、諮問委員会の長年に

わたる助言を代表するもので、関西の教訓を盛り込み、LMICs を対象とした質の高い研究

報告に焦点を当てています。 

この一連の研究の背景には、2050 年には高齢者の大半が居住すると推定されている

LMICs では、人口高齢化が社会を圧迫するにもかかわらず、LTC がほとんど注目されてこ

なかったという事実があります。これらの国々では、多くの人が 65 歳になる前に加齢に関

連した健康問題を経験することになり、フォーマルな制度としての LTC がが存在しない場

合、ケア提供の費用は家族や保健医療制度ににより負担されることになります。従来 LTC は

家族の責任と考えられてきましたが、出生率の低下と女性の正規労働の機会が増えたことを

背景に、インフォーマルな介護者の数が減少しています。 

ブリーフ 1 では、LTC の需要の要因を説明しており、フォーマルな LTC サービスやシステ

ムが存在しない場合、急性期医療サービスが LTC サービスの代わりとして利用されること

になると説明しています。これにより高齢者に最適なケアを提供することが困難になり、ま

た、医療費も増加する可能性があることを明らかにしています。ブリーフ 2 では、LTC 利用

の対象について説明しています。ユニバーサルアプローチは、医療および社会的ケアのニー

ズに対する公平なアクセスの原則に基づくもので、給付内容と資格の決定において、受給者

の収入や資産は考慮されません。一方、選択的アプローチでは、LTC に対する主たる責任は

個人とその家族にあり、政府の支援は自活困難な場合の最終手段としてのみ適用されるべき

であるという前提が根底にあります。多くの国ではユニバーサルアプローチと選択的アプロ

ーチを組み合わせて LTC を運用していましたが、公平性と効率性の根拠に基づき、各国政

府は高齢者が必要とするベネフィット受ける権利を確保するためのユニバーサルアプローチ

に移行する傾向にありました。ブリーフ 3 では、各国における LTC コスト負担の現状を考

察しています。LTC の公的制度がない LMICs では、個人や家族、保健医療セクターが LTC

のコストを負担していました。ブリーフ4 は、LTC 給付パッケージの決定システムに焦点を

当て、日常生活動作にみられる機能低下に対処するサービスに関しては、通常、LTC 給付パ

ッケージにおいて優先的に提供されることを明らかにしています。ブリーフ 5 では、地域コ

ミュニティや在宅サービスが提供されたとしても、必ずしもコスト削減にはつながらない可

能性があると明らかにした上で、LTC サービスの資金調達と提供に関する調整における各国
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の取り組みを論じています。ブリーフ 6 では、経済的保護に向けた各国の取り組みを考察し

ています。確立された LTC システムでは、ほとんどの場合、ニーズと収入に基づいて補償と

費用負担のレベルが決定され、ベネフィットの手厚さに関しては国ごとに非常にさまざまで

あります。ブリーフ 7 では、LTC の質と価値の向上について論じており、LMIC に求められ

る前提条件となる、多様な LTC 環境に適用できる品質の原則と基準を定める強固なシステ

ムを構築することを提案しています。調査の結果、品質向上のための報酬インセンティブを

示すエビデンスの不足が判明しました。ブリーフ 8 は、人々の生涯を通して健康に投資し、

老後の障害につながるような非感染性疾患のリスク要因を軽減することにより、LTC サービ

スに対する需要の高まるを遅らせるなど、財政的な持続可能性を取り上げています。ブリー

フ 9 では、LTC の労働力を取り上げおり、その仕事は負荷が大きく、他の部門で働く同様

のスキルを持つ人と比較して給与が低く、十分な訓練を受けていない可能性があることを明

らかにしています。ブリーフ 10 では、公的な LTC サービスがほとんど、あるいは全く存在

しない国のインフォーマルな介護者について論じており、各国はフォーマルな LTC サービ

スの提供、有給休暇などの労働政策、現金給付などインフォーマルな介護者の支援を紹介し

ています。 

これら 10 件のリサーチブリーフと 6 件のバックグラウンドペーパーは、各国での議論のた

めに発信・普及を強化、10 月 29 日（国際ケア・サポート・デー）には、LTC のためのグ

ローバル LTC 観測所と協力したウェビナーでも紹介されました。WHO の米州地域事務局

は、この 10 件のリサーチブリーフをスペイン語とポルトガル語に翻訳しました。WHO 神

戸センターは、WHO 保健医療システム規範部門（ガバナンス、技術、認知症など）におい

ての今後の取り組みを念頭に、LTC を制度化するために有用な新たな研究分野を特定し、さ

らには欧州保健医療制度政策観測所と連携して、WHO 各地域や加盟国における LTC 労働

力シミュレーターとアプリケーションの普及を検討しています。 

WHO 西太平洋地域を代表するレパニ・ワカタキレワ委員が討論を進行しました。委員は、

太平洋島しょ国における人口動態の概要についてコメントしました。これらの国では、自国

でケアが受けられない場合の海外への委託は、自国の医療予算の 40％に達する可能性があ

り、こうした資金は予防戦略にもっと有効活用できるはずだと説明しました。委員は、財政

的持続可能性については、LTC の需要を遅らせ、プライマリー・ヘルスケア・サービスに投

資し、晩年の障害につながる NCD を減らすことに同意しました。また委員は、2025 年の

WHO 西太平洋地域委員会がフィジーで開催されることを諮問委員会に告げ、この取り組み

の普及をを申し出ました。さらに、新たな研究として、LMICs における収監者の LTC を調

査することを提案しました。議長は、LTC の需要を遅らせ、健康増進を通じて人々の健康を

維持するというブリーフ 8 の重要な政策メッセージを強調しました。この取り組みは、専門
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組織を通じて広めることができます。LTC 労働者のニーズを満たすために移民に頼っている

日本は、他国に LTC トレーニングを提供しており、外国人労働者の相互承認が重要です。 

 

 

 

10. 研究テーマ 3：UHC－人口高齢化を踏ま

えた指標と測定 
WHO 神戸センターのローゼンバーグ・恵美技官より、UHC－人口高齢化を踏まえた指標

と測定に関する進捗報告と活動計画案（2025～26 年）が紹介されました。 

2022～25 年における主要研究分野は、高齢者向けの保健サービス、経済的保護、ケアの質

と公平性の測定に関する現行の研究状況の分析と、人口高齢化の状況において各国が UHC

モニタリングを実施するための指標と評価ツールの開発支援です。 

2023～24 年に完了した研究は 3 件でした。1 つ目のプロジェクトは、慶應義塾大学、甲南

大学、大阪大学をパートナーとする「関西地域に有意義な日本の高齢者にみる過度な医療支

出および未充足のケアニーズがもたらす経済的困窮に関する家計調査分析」です。日本家計

パネル調査（2004～20 年）と全国高齢者基礎調査（2002～21 年）を用いた傾向分析

（全国・地方レベルの解析）から、65 歳以上の世帯では 65 歳未満のみの世帯よりも医療

支出が高い傾向にあることがわかりました。未充足のケアニーズは、65 歳以上の高齢者よ

りも 65 歳未満の人々に多くみられました。その意味するところは、高齢者はヘルスケアを

より多く利用しており、それが経済的に影響があるということです。早期段階で得られた研

究成果は、WHO・世界銀行が 2021 年に発行した「保健医療分野における経済的保護に関

するグローバル・モニタリング・レポート」に貢献、3 本の学術論文が発表されたほか、1

本が査読審査中です。この研究は、2024 年 3 月、東京都健康長寿医療センター研究所と共

同で報道発表しました。 

2 つ目の研究は、高齢者の医療・社会的ケアにおける未充足のニーズを定量化するための多

国間にわたる横断研究および縦断研究です。高齢者の未充足のケアニーズの把握を目的とし

た初のグローバルスタディは、2001 年から 2019 年にかけて実施された低・中・高所得 83

か国の健康・社会・経済に関する 17 の調査データを分析したものです。2022～23 年には、

28 か国を対象に、欧州健康面接調査の第 3 調査群データの追加分析が行われました。この

分析の結果、人口の平均 24％が未充足のヘルスケアの医療ニーズが満たされていないと報
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告しており、ほとんどの国で長い待ち時間がその主な理由であることが明らかになりました。

日常生活動作に困難を抱える 65 歳以上の高齢者のうち、平均して 35％に未充足ケアニーズ

が確認されました。この研究は、2021 年および 2023 年の WHO・世界銀行の Tracking 

Universal Health Coverage: Global Monitoring Report （非公式訳：ユニバーサル・ヘ

ルス・カバレッジの追跡：グローバル・モニタリング・レポート）に引用され、さらに、学

術論文 1 件、テクニカルノート 3 件、エビデンスサマリー1 件を発表しました。 

この研究の勢いは、高齢者の医療・社会的ケアに関するアンメットニーズの評価方法を促進

するためのグローバル・リサーチコンソーシアムを組織する第 3 のプロジェクトへとつなが

りました。WHO 神戸センターは、WHO の全地域から 60 名以上の多様な専門分野と地理

的 背 景 を 有 す る 有 識 者 に 助 言 を 求 め 、 コ ン ソ ー シ アム の 開 発 に 反 映 さ せ ま し た 。

CARETRACK と名付けられたコンソーシアムは、英国・ロンドン大学衛生熱帯医学大学院

をホスト機関として 2023 年 8 月に正式に設立されました。これまでに 42 名がこのコンソ

ーシアムに参画、2024 年 6 月の高齢者のアンメット・ケアニーズのデータ強化に関する第

1 回テクニカルミーティングに、また、2024 年 11 月に長崎で開催された第 8 回保健システ

ム研究グローバルシンポジウム（HSR 2024）において WHO 神戸センターが主催したセ

ッションに貢献しました。ワーキングペーパーも 1 本発表しました。 

継続中の研究事業の一つ目のプログラムは、アンメットニーズの測定に関する取り組みです。 

2024 年、WHO 神戸センターは、5 つの WHO 地域ごとに並行して研究事業を実施、文献

レビュー、調査マッピング、二次データ分析に基づき、高齢者の未充足のケアニーズに関す

る利用可能なデータを検証しました。2024 年 11 月 20 日に長崎で開催された第 8 回保健

システム研究グローバルシンポジウム（HSR 2024）にて進捗状況と研究成果が報告され、

最終的な研究成果物である一連のテクニカルレポートおよび総括ブリーフは、2025 年まで

に WHO テクニカルプロダクトとして出版する予定です。また、西太平洋地域においては、

高齢者の医療・社会的ケアにおける未充足ニーズの定量化と政策推進要因の把握に関する研

究が進行中です。アメリカ地域では、高齢者の社会的ケアの未充足ニーズの定量化に関する

追跡研究が、LTC の未充足ニーズに関して、急務とされているデータ収集の強化に対処する

ために検討されています。 

2025 年に継続される 2 つ目の研究事業は、高齢者に対する経済的保護の測定に関するもの

で、WHO 保健医療財政・経済学（HFE）部門と共同で、高齢者が同居する世帯に関連する

経済的保護についての多国間分析に取り組んでいます。これは、高齢者に関連する医療にお

ける経済的保護についての世界統計を作成し、高齢者の医療費負担による経済的困難と満た

されないケアニーズとの関連性を分析することを目的としています。2024 年、WHO 神戸

https://www.care-track.net/
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センターと HFE は共同で、Tracking inequalities in financial hardship due to out-of-
pocket health spending by age structure of a household: technical brief on 

measurement, setting（非公式訳：医療費の自己負担による経済的困窮の偏りに関する世

帯年齢構成別の追跡：テクニカルブリーフ」を出版、UHC と SDG3.8.2 のグローバルモニ

タリングに資する経済的保護の指標について各国が行うべき分析手法の基準を提示しました。

新たな分析結果については、2025 年の WHO・世界銀行 UHC 追跡グローバル・モニタリ

ング・レポートへの発表について協議中です。甲南大学の研究者とともに、日本のデータを

用いた高齢者の経済的保護に関する 2 つ目の地元での研究活動（2024～25 年）は、人口

高齢化を踏まえた経済的保護の測定に関する WHO の規範ガイダンス策定に有用なデータと

知見の獲得を目的としています。 

WHO 神戸センターは、この分野での活動として、WHO・世界銀行が発行した Tracking 

Universal Health Coverage: Global Monitoring Report（非公式訳：ユニバーサル・ヘ

ルス・カバレッジの追跡：2023 年版グローバル・モニタリングレポート）への寄稿を含む

12 の出版物、査読付き学術論文 6 件（うち 1 件は日本語）を発表しました。 

諮問委員会は 2023 年、医療・社会的ケアの未充足ニーズに関するコンソーシアムの活動と

貢献がグローバル政策ならびに国家政策に確実に活用されるよう、WHO 神戸センターはよ

り重点的に政策に関する取り組みを促すことが期待されると提言しました。世界のあらゆる

国で急速な人口構成の変化が進む中、未充足ニーズの今後の展開には、医療と社会的ケア双

方に対するニーズが考慮されるべきです。ローゼンバーグ・恵美技官は、WHO 神戸センタ

ーは 2024 年 6 月に開催した高齢者のアンメット・ケアニーズのデータ強化に関するテクニ

カルミーティングと、2024 年 11 月の第 8 回保健システム研究グローバルシンポジウムの

関連セッションにおいて、コンソーシアムの主要メンバーを招聘し、政策重視の研究の必要

性を強調したこと、そして、WHO 神戸センターの研究は医療ケア・社会的ケア双方のニー

ズを網羅していると回答しました。 

議論を進行したレパニ・ワカタキレワ委員は、フィジーで開催される次回の WHO 西太平

洋地域委員会が、研究成果を政策立案者に広める戦略的な機会になる可能性を示唆しました。

また、太平洋諸島におけるアンメットニーズに関するより多くのデータを生成するため、委

員が会長を務めるフィジー公衆衛生協会との連携を提案しました。また、国や地域間のデー

タの比較可能性を高め、世界レベルで指標を標準化することの重要性を指摘しました。ロー

ゼンバーグ・恵美技官は、この提案を高く評価し、指標を標準化し、太平洋諸島を含むデー

タソースを調査するために、本部の他の技術ユニットと協力して現在進行中の研究について

情報を共有しました。さらに、保健医療制度の研究コミュニティは、疾患プロファイルを超
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えた水平的な影響を示す指標を必要としており、アンメットニーズはこの横断的な基準にな

りうると付け加えました。 

 

要点 

• 諮問委員会は、この一連の研究が持つ政策意義を強調し、プライマリー・ヘルスケア

（PHC）と継続的なケア（LTC）の構造との相互関係に言及した。WHO 神戸センター

は、利用しやすさ、待ち時間、ケアの継続性という点で、優れた PHC システムを整備

した国々を研究対象として、PHC と LTC の関係性や、LTC の鍵となる保険契約や医療

人材の検討も可能である。 

• アンメットニーズの測定には世帯調査が必要である。WHO 神戸センターは、アンメッ

トニーズの定義、自己申告式の測定、人口階層や特性別（若年層、高齢層、障害者、教

育レベルなど）の分析も含め、アンメットニーズの測定や指標の標準化に貢献すること

ができる。またアンメットニーズが UHC に関する SDGs の追加指標として採択される

よう、より多くの観測値（データやエビデンス）を提供することが強く求められる。そ

れができれば WHO 神戸センターは、また一つ世界に貢献することになる。 

 

 

 

 

11. 研究ハイライト：未充足ニーズの測定 
ローゼンバーグ・恵美技官は、2020～21 年の WHO 神戸センターの研究およびこの分野

における国際的な進展に続く、2024～25 年の WHO 旗艦プロダクトである「高齢者の医

療・社会的ケアの未充足ニーズの測定に関する実現可能性についてのテクニカルレポート」

を作成するための進行中の研究について発表しました。高齢者のヘルスケア・社会的ケアに

かかわる満たされていないニーズに関する入手可能なデータのレビュープロセスについて説

明しました。このレビュープロセスには、5 つの地域（アフリカ、東地中海、欧州、南東ア

ジア、西太平洋）の WHO 地域事務局担当官の協力を得て、文献のレビュー、さらなる分析

のデータソース特定のための調査マッピングの実施、利用可能なデータを用いた探索的分析

のための 6 か月間の調査が含まれています。 

WHO 地域事務局の担当官は、2024 年 6 月に神戸で開催された、高齢者のアンメット・ケ

アニーズのデータ強化に関するテクニカルミーティングに招集されました。そこで明らかに
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なった重要なポイントは、ある人口にみるヘルスケアの未充足ニーズの程度に関する情報は、

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の追跡に使用されている現在の指標（サービ

スカバレッジインデックスや経済的困窮に関する指標など）を補完するとともに、その検証

に有用であるということでした。高齢者のヘルスケア・社会的ケアの未充足ニーズに関する

データからは、医療および介護・継続的なケアに関する制度の開発と改革に重要な情報を得

ることができました。データは地域をまたぎ、相当数の国で利用可能です。各国間や国内の

データ比較については限定的であるものの、データからは各国にとって重要な知見の提供が

期待できました。政策分析は、未充足ニーズの政策要因と、未充足ニーズの軽減を可能にす

る政策介入について理解するうえで役立つと考えられます。自己申告による医療ケアの受診

放棄に基づく指標の限界を考慮すると、高齢者が必要とするあらゆる種類の医療およびケア

サービスに対する未充足ニーズと、未充足ニーズにつながるバリアに関して、より多くのデ

ータと研究が必要とされます。 

普及・啓発活動としては、WHO 神戸センターのウェブニュース、ソーシャルメディアへの

投稿、YouTube での一連のインタビュービデオ、WHO イントラネットでの記事などがあ

ります。WHO 神戸センターはまた、長崎で開催された第 8 回保健システム研究グローバル

シンポジウムにおいて、テクニカルセッションを開催しました。このセッションでは、ユニ

バーサル・ヘルス・カバレッジのモニタリングを強化し、有効な政策を導くために必要とな

るヘルスケアの未充足ニーズを正確に測定するという重要な課題について深く探求しました。

また、センターが支援する研究や WHO アフリカ・米州地域事務局が運用する医療情報シ

ステムの最新情報に焦点が当てられました。 

WHO 神戸センターは今後、WHO のグローバル旗艦プロダクトとして、5 つの WHO 地域

ごとのテクニカルレポート・シリーズとそれぞれに付随するブリーフ、各地域の研究成果を

まとめたグローバル総括ブリ―フの発表を計画しています。また、「西太平洋地域における

高齢者の医療・社会的ケアにおける未充足ニーズの定量化と政策推進要因の把握に関する研

究」に関する研究レポートも作成する予定です。今後の展望として、発信・普及のためのウ

ェビナーの開催、アメリカ大陸における社会的ケアの未充足ニーズの定量化に関する研究、

南東アジア地域の 6 か国における全国調査の二次解析、アフリカ地域における入手可能な全

国調査の二次解析を計画しています。その他には WHO 本部との部門間連携による、ヘルス

ケアへのアクセスにおける障壁と未充足ニーズに関する内部作業グループの議論が進められ

ています。 

ワカタキレワ委員は、この活動が前進していることを評価し、太平洋地域が今後の活動に参

加することを要望しました。委員は、太平洋地域に存在するギャップの解消に取り組むこと
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を申し出、アルアンサリ委員は、東地中海地域での支援を申し出ました。議長は、ワカタキ

レワ委員に対し、日常生活動作の未充足ケアニーズや海外医療委託につながる、未充足ニー

ズを測定する取り組みを後押しする決議を西太平洋地域委員会で検討するよう提案しました。 

 

 

 

12. 結論 
諮問委員会は、特筆すべきいくつかのグローバルな情勢を挙げました。 

1. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関する国連総会ハイレベル会合に向けた準備に関

する世界保健総会決議（WHA76.4）が採択された。 

2. 国連総会決議（A/RES/78/4）：2023 年のユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関する

ハイレベル会合の政治宣言が採択された。なかでも第 109 パラグラフでは、「2030 年

までのユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成に向けて歩みを加速させるうえで、本宣

言の実施に関する包括的なレビューを行い、ギャップとその解決策を特定することを目

的としたユニバーサル・ヘルス・カバレッジに関するハイレベル会合を 2027 年にニュ

ーヨークで開催することを決定する」と述べている。 世界保健総会決議（WHA76.4）

と国連総会決議（A/RES/78/4）はいずれも未充足の健康ニーズについて明確に言及し

ている。 

3. 国連総会決議（A/78/L.2）：2023 年のパンデミック予防・備え・対応に関する国連総会

ハイレベル会合の政治宣言が採択された。 

4. パンデミック協定に関する政府間交渉機関を通じた交渉が現在も続いている。そこでは、

パンデミックの影響を受ける締約国の要請に応じて派遣可能なグローバルな健康危機に

対応する人材の必要性も強調されている。 

5. 国連「健康な高齢化の 10 年」：2020 年 12 月 14 日、国連総会で「健康な高齢化の 10

年」（2021～30 年）が宣言された。 
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WHO 神戸センターの研究ポートフォリオは、世界的な政治的コミットメントに即しており、

それを裏付けるものでした。 

WHO 神戸センターの活動は、世界的に大きなインパクトを与えたと諮問委員会は評価しま

した。センターの研究活動は、世界情勢やさまざまなハイレベルの政治的コミットメントに

十分かつタイムリーに応えており、具体的には次のとおりです。 

1. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）のサービス提供とイノベーション：重要な

成果として挙げられるのは、数年におよんだ神戸認知症研究の成果の継続的な普及、および

日本老年学的評価研究機構（JAGES）と神戸市との協働による、神戸市民における新型コ

ロナウイルス感染症流行期の行動変化を分析する新たな研究の開始です（2023 年 8 月～

2025 年 12 月）。これらの研究は、世界的な貢献にあたるだけでなく、神戸市の優先課題に

も対応するものです。 

2. 持続可能な資金調達：主な成果としては、慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを

強化するための購入手段に関する研究の完了、高齢化社会が医療の財源確保や医療費の支出

に与える影響のシミュレーション研究の拡大、継続的なケア（LTC）への投資に関する新た

な出版物などが挙げられます。 

3. UHC の指標と測定：主な成果としては、医療における経済的保護指標の分析手法に関す

る新たな規範を示した文書の発表と、WHO の地域レベルで開始された 5 つの並行研究によ

る、高齢者のヘルスケア・社会的ケアの未充足ニーズに関する研究の大幅な進展が挙げられ

ます。 

4. 災害・健康危機管理（Health EDRM）：重要な成果としては、WHO 神戸センターが「災

害・健康危機管理に関するグローバル・リサーチ・ネットワーク」の事務局を務め、WHO

の代表者年次会議を開催していることが挙げられます。また、60 か国 400 名以上の専門家

とともに、生きた参考資料として「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダン

ス」を作成・更新しています。さらに、災害・健康危機の状況下でのこころのケアや心理社

会的サポート、新型コロナウイルス感染症流行期の災害・健康危機管理に関する研究も行い、

特定の集団の医療ニーズにも取り組んでいます。 

2023 年から 2024 年にかけて、WHO の出版物（書籍、報告書）29 件、学術論文 28 件、

ポリシーブリーフ 12 件、その他、ワーキングペーパー、テクニカルレポート、会合報告書

等を含む、合計 70 件の文書および出版物を発行しました。最も重要な点は、WHO 神戸セ

ンターがこれらの研究を通じて、WHO と世界銀行が共同で隔年発表する「ユニバーサル・

ヘルス・カバレッジの追跡：グローバル・モニタリング・レポート」、国連 「健康な高齢化
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の 10 年」（2021～30 年）および災害・健康危機管理に関する事業や計画に寄与したことで

す。 

各テーマの研究ハイライトは、UHC、災害・健康危機管理のニーズ、国連 「健康な高齢化

の 10 年」などに向けたに世界的なコミットメントに関連する知識と実践の領域を広げるも

のでした。WHO 神戸センターの研究活動がグローバルな規模で影響を及ぼしていることは

明らかです。 

なお、諮問委員会は、システマティックレビューのほとんどが英語文献で占められているこ

とを懸念し、今後の更新ではより多くの言語をカバーするよう努力すべきであると指摘しま

した。 

 

第 3 期覚書期間の共同評価では、3 つの主要な結果が報告されました。 

1. WHO 神戸センターは、国内外の研究機関との連携強化、地元自治体や日本の保健課題

に応じた研究の実施、研究成果の効果的な発信などにおいて、全ての研究分野で一定の

成果を上げました。 

2. 地元連携の分野で掲げる 3 つの主要な目標すべてに大きな成果が見られました。特に、

地元連携を強化するための体制の構築、研究成果の発信、人材育成への協力が高く評

価されました。その一方で、WHO 神戸センターへの期待とそれを実現させるのに必要

なキャパシティとの間には乖離も認められました。 

3. WHO 神戸センターは、ガバナンスに関する 3 つのうち 2 つの目的、すなわち外部チ

ェック機能の強化と、事業検討会議による活動計画案の決定プロセスの明確化を達成し

ました。至らなかった点は、WHO 本部から資金を調達できず、外部資金の獲得が限ら

れていたことです。3 期の覚書を通じて投入された資金は、神戸グループ（兵庫県、神

戸市、株式会社神戸製鋼所、神戸商工会議所）からのみ提供されました。 

 

総括すると、あらゆる研究ポートフォリオにおいて、出版物、世界・国・地元への影響、人

材育成を含む地元との連携など、大きな成果が得られました。 
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提言 

諮問委員会は、現行の第 3 期覚書は 2026 年 3 月 31 日に終了を迎え、WHO 神戸センター

の 2026 年以降の資金調達が現時点で確保されていないことを認識し、この状況に対し、諮

問委員会は以下の 5 つの提言を示しました。 

I. WHO 神戸センターが 30 年にわたり、地元、国、世界の政策や実践に与えた影響を

記録として残すために評価する。 

II. WHO 神戸センターと神戸グループ間の対話を通じ、さらには日本の厚生労働省と

協力し、同センターの今後について明確なメッセージを発信する。 

III. 政策立案者・実施者への知見の普及と伝達に注力する。 

IV. 進行中の研究プログラムを完了させ、特に UHC、未充足のニーズ、災害・健康危機

管理、国連 「健康な高齢化の 10 年」など、世界的なコミットメントに貢献する。 

V. WHO 神戸センターが 2026 年 3 月までに活動を終結する場合、世界的に意義のあ

る活動を継続させるために、その活動の一部を受け継ぐことのできる適切なパート

ナーを特定する。  

 

 

 

 

13. その他 
厚生労働省を代表して乃村委員代理は、議論に参加した全員に感謝の意を表しました。同氏

は、WHO 神戸センターの研究課題が地元と国際社会の双方にとって重要なものであること

に大変感心したとコメントしました。また、WHO 神戸センターおよび神戸グループと話し

合いを継続する意向を示し、2026 年 3 月に同センターの活動が終了しても、センターの功

績が他の関連機関に引き継がれることを希望しました。神戸グループの山下委員代理は、

WHO 神戸センターの活動成果を誇りに思うと私感を述べ、また厚生労働省との対話を望む

考えを示しました。 

バーバー所長は、率直で忌憚のない議論に心から感謝し、特に議長のタンチャロエンサティ

エン委員の議事進行に謝意を表しました。また、WHO 神戸センターの今後に関するメッセ

ージの共同発信について議論が行われることを期待すると付け加えました。WHO 神戸セン

ターには、その影響を評価し、研究プログラムを完了させ、活動を引き継いでもらえるパー
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トナーを特定するための時間が必要です。2025 年の諮問委員会会合の開催の有無や日程に

ついては、各関係者間の協議を経て決定することを合意しました。 

議長は、過去 30 年にわたる WHO 神戸センターのすべての先達と、3 期にわたる覚書を通

じて継続して同センターを支援して下さっている神戸グループに深謝しました。また、小規

模ながら、職員の活躍によって、世界的に意義深い任務を遂行している WHO 神戸センター

のことを高く評価しました。さらに、すべての委員が、様々な制約を理解した上で、WHO

神戸センターが国際社会の財に貢献できるように協力していると述べました。諮問委員全員

が、WHO 神戸センターの功績は非常に有益であり、今後も継承していくべきだという意見

で一致しました。 
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第 28回 WHO神戸センター諮問委員会  

2024年 11月 25－26日開催 

 

プログラム 

 

2024年 11月 25日（月） 

 

10:00–11:50 諮問委員の顔合わせ 

 

- 新任委員の紹介 

- WKC 広報活動と展示資料の紹介 

全参加者 

 

 

12:00–13:00 昼食 

 

全参加者  

13:00–13:20 開会 

歓迎のことば 

 
ご挨拶 

- 神戸グループ代表 

 
- 厚生労働省代表 

 

 

- WHO代表 (ビデオメッセージ) 

(議題 1) 

WKC 所長  

サラ・ルイーズ・バーバー 
 

兵庫県保健医療部長 

山下輝夫 
 

大臣官房国際課 国際企画戦略官 

乃村 久代 委員代理 
 

事務局長補 リー・アイラン 
 

13:20–13:30 諮問委員の紹介と法令手続き 

 

• 諮問委員会議長による開会挨拶 

• 書記の任命 

• 議題の採択 

 

(議題 2) 

ビロージ・タンチャロエンサティエン

委員 

13:30–14:15 研究計画 2024-25と 2023年諮問委員会提言 

 への対応 

 

• 質疑・討議 

• 諮問委員会の承認 

(議題 3) 

発表者：バーバー（WKC） 

 

第一発言者： 

坂下 玲子委員 

クレメンス・オウアー委員 

  



 
 

14:15–14:30 第 3期覚書期間共同評価の結果報告 
 

• 神戸グループからのコメント 

 (山下 輝夫 委員代理) 

• 質疑・討議 

(議題 4) 

発表者 

技官 ローゼンバーグ・恵美

（WKC） 

 

第一発言者： 

山下 輝夫 委員代理 
 

14:30–15:15 地元との連携強化成果発表： 

地域社会への貢献 

• 進捗報告 

• 2025–26年計画 

• 質疑・討議 

• 諮問委員会の承認 

(議題 5) 

発表者： 

プログラムオフィサー 

ロイク・ギャルソン（WKC） 

 

第一発言者： 

坂下 玲子委員 

乃村 久代 委員代理 

15:15–15:45 集合写真・休憩 

 

 

15:45–16:35 研究成果発表  1：災害・健康危機管理  

 (Health EDRM) 

• 進捗報告 

• 2025–26年計画 

• 質疑・討議 

• 諮問委員会の承認 

 

(議題 6) 

発表者：医官 茅野龍馬（WKC） 
 

第一発言者： 

フェリペ・クルス・ベガ 委員 

（書面にてコメントを提供） 

16:35–17:15 研究ハイライト: 「災害・健康危機管理」 

• 研究ハイライトの説明 

• 質疑・討議 

(議題 7) 

発表者：茅野（WKC） 

 

第一発言者： 

ルブナ・A.・アルアンサリ委員 

17:15–17:35 会議一日目総括 

 

議長 
   

17:35 終了 

 

 

17:35–18:20 諮問委員の内部会議 

 

諮問委員 

 

18:30–20:00 レセプション 

 

 

 

  



 
 

2024年 11月 26日（火） 
 

09:00–09:15 会議一日目のまとめ 議長 

09:15–10:05 研究成果発表  2： 

UHC－サービス提供、持続可能な資金調達、  

イノベーション 

• 進捗報告 

• 2025–26年計画 

• 質疑・討議 

• 諮問委員会の承認 

 

(議題 8) 

発表者：バーバー（WKC） 

 

 

第一発言者： 

セバスチアナ・ジンバ・カルラ委員 

10:05–10:45 研究ハイライト: 「継続的なケア」 

• 研究ハイライトの説明 

• 質疑・討議 

(議題 9) 

発表者：バーバー（WKC） 

 

第一発言者： 

レパニー・ワカタキレワ委員 

10:45–11:00 休憩  

11:00–11:50 研究成果発表 3: 

 UHC－人口高齢化を踏まえた指標と測定 

• 進捗報告 

• 2025–26年計画 

• 質疑・討議 

• 諮問委員会の承認 

 

(議題 10) 

発表者：ローゼンバーグ（WKC） 

 

第一発言者： 

クレメンス・オウアー委員 

11:50–12:30 研究ハイライト: 「未充足のニーズ測定」 

• 研究ハイライトの説明  

• 質疑・討議 

(議題 11) 

発表者：ローゼンバーグ（WKC） 

 

第一発言者： 

レパニー・ワカタキレワ委員 

12:30–13:30 昼食休憩 

 

 

13:30–15:00  提言準備のための非公開討議 
 

諮問委員 

15:00–15:50 諮問委員会からの提言および結論 (議題 12) 

諮問委員 

15:50–16:00  その他の事項 

– 来年度の会議日程調整等 

 

(議題 13) 

議長 

16:00 閉会 (議題 14) 

議長 
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地元との連携強化：地域社会への貢献 

 

背景 

 

1995 年、WHO 神戸センター（WKC）は WHO 執行理事会決議と阪神淡路大震災からの復興のシンボルとして神

戸に設立されました。WKC は WHO 本部直轄の研究センターであり、グローバルな任務を担うと同時に、情報発信等を

通じて地元貢献にも取り組んでいます。つまり、国際貢献と地元貢献の二つの役割を持っています。その地元における役

割の一環として、WKC は関西圏に拠点を置く研究機関や地方自治体と連携し、地元とも関連の深いグローバルヘルス

課題に対する連携協力を促進しています。また、地域社会に貢献するべく、WKC の研究やその他の活動に関する成果

をより広く普及できるよう努めています。 

 

目標 

 

人々が暮らし、働く場である地域社会を支えるため、以下の 3 つの目標を掲げ、地域貢献計画を推進しています。 

 

1. 各国から得た教訓を共有し、UHC と SDGs へのコミットメントに基づく目標を共に達成することを目指し、国を越えた

協力を促進する。 

2. WKC の研究活動情報の広報に努める。 

3. 地元ひょうご・神戸で健康の意識向上に努める。 

 

進捗報告（2023年 11 月-2024 年 11月） 

 

目標 1：UHC と SDGsの実現に向けて、国を越えた協力を促進する 

 

WKC では、地域社会と世界をつなぐ活動の一環として、関西圏の研究機関や自治体と協力しながら、UHC と SDGs

にかかわる保健医療の共通課題に取り組んでいます。また、「WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネ

ットワーク（Health EDRM RN）」を統括する事務局として、関西圏と世界の研究機関の橋渡しにおいても重要な役

割を果たしています。 

 

共同研究： WKC は地元の研究機関と連携して健康に関する共通の課題に共同で取り組んでまいりました。それぞれ

の研究テーマにおいて、関西圏に関連する課題を特定し、研究パートナーを探しました。このように、関西圏での経験から

習得したことは WKC の世界戦略プログラムの一部となっています。また、関西圏の研究者チームと国際的な大学研究

者をがつなぐ機会の提供にも継続して努めてまいりました。その結果、世界的視点で研究するスタンスを維持しながら、

関西圏における関係の強化と研究ネットワークの拡大が可能になりました。 
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2023～2024 年には、兵庫県災害医療センター、兵庫県こころのケアセンター、神戸市看護大学、神戸学院大学、神

戸大学、甲南大学、京都大学、兵庫県立大学の 8 つの学術組織との提携を新たに構築または深化させています。 

 

WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク (Health EDRM RN) 事務局：災害に強い国と地

域社会を作るには、研究活動から知見やエビデンスを得ることが重要になりますが、関連分野の研究や文献はいまだ不

十分な状況です。2018 年の Health EDRM RN の一翼を担った WKC は、事務局として 2019 年からリサーチネットワ

ークの代表者会議を毎年開催するなど、災害・健康危機管理に関する最新の政策や知見の把握に努めてきました。代

表者会議の結果を受け、現在は「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHOガイダンス」の更新・活用、「災害・

健康危機管理に関する WHO ナレッジハブ」の設立、「災害・健康危機管理に関する WHO グローバル研究指針」の策

定という 3 つの国際協力活動を進めています。 

 

海外からの訪問者および国際会議：WKC は、オンラインミーティングとハイブリッドミーティングを継続し、同時に対面ミー

ティングも再開しました。さまざまな手段を駆使することで、海外の専門家と定期的なやり取りができるようになりました。

WKC フォーラム以外にも、主な会議として以下のようなものがあります。 

 

• 2023 年 11月 13～14 日：WHO 本部・防災部局と共同で「第 4 回 WHO 本部 Disaster Risk 

Management and Resilience 担当者年次会議」をハイブリッド形式で、「第 5 回 WHO 災害・健康危機管

理に関するグローバルリサーチネットワーク代表者会議」を対面会議で、連日開催。また、これらの国際会議に続

くイベントとして、日本の災害・健康危機管理に関する専門家と海外の参加者を招き、兵庫県立美術館にて

WKC フォーラム 2023「災害・健康危機管理（Health EDRM）2024 年研究戦略：サイロ化の打破と部門

横断的アプローチの推進」を開催。 

• 2024 年 5月 20～22日：WKC と WHO 欧州地域事務局は、Health EDRM に関する研究能力の向上を

目的とした地域ワークショップをオックスフォード（英国）で初めて共同開催しました。70 名以上の参加者が、

WKC の「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」に基づくハイブリッドトレーニングを受講し

ました。このトレーニングでは、研究の進め方やデータ収集・分析などの研究手法を順を追って指導しました。最

終日は研究ガバナンスと倫理、科学的知見の政策やプログラムへの展開、そして研究資金調達における課題と

機会について取り上げました。 

• 2024 年 6 月 10～11 日：「高齢者のアンメット・ケアニーズに関するデータの強化に関するテクニカルミーティン

グ」。WKC は高齢者の未充足のケアニーズを理解するという新たな分野において、WHO 地域事務局のテクニカ

ルオフィサーと外部の研究パートナーを招集しました。グループはデータ収集と分析の指針となる、医療および社会

的ケアの未充足ニーズに関する指標の定義を提案しました。また、政策に影響を与える戦略的な機会として、

2024 年 11 月に長崎で開催される保健医療制度に関するグローバルシンポジウムなどの場や、専門学術誌の

特集号がさらなる研究と成果発信の場となることを確認しました。 
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• 2024 年 9 月 10 日：WKC はジュネーブにある WHO保健制度資金供給・経済ユニット（HFE）および経済

協力開発機構（OECD）と共同でウェビナー（「人頭払い制度とパフォーマンスに基づく支払いの融合：継続

的なケアの質は向上するか」）を開催しました。このウェビナーは WKC、HFE、OECD による研究に基づくもので、

慢性疾患を持つ人々のケアの質と予後を向上させる目的で行う医療サービスの購入体制や支払い方法に関す

る事例を探りました。ウェビナーには 170 名近くが参加し、WKC と HFE の幹部やスタッフ、中国の崑山杜克大

学、インドネシアのガジャ・マダ大学、インドネシア保健省の専門家など、国際的な専門家の知見に耳を傾けま

した。 

• 2024 年 11月 20 日：WKC は、2024 年 11 月 18 日～22 日に長崎で開催される第 8 回保健システム研

究グローバルシンポジウムの公式プログラムの一環として、「医療に対する未充足のニーズの評価最前線：ユニバ

ーサル・ヘルス・カバレッジのためのサービス適用範囲と財政的保護のモニタリング強化」という内容で専門的なセ

ッションを開催する予定です。WHO 神戸センター諮問委員会のメンバーである Viroj Tangcharoensathien 博

士が議長を務めるこのセッションでは、高齢者の未充足のニーズに関する WKC の研究が紹介され、WHO アフ

リカおよびアメリカ地域事務局の専門家も参加します。WKC は、他の国内外、地域の機関とともに、この世界

的なイベントの現地組織委員会の委員を務めています。関西地域を始めとする学生ボランティアの参加支援、

専用展示ブースでの WKC の研究成果の展示、特別セッションでは WKC サマースクールの PR を行います。 

 

目標 2：WKC の研究活動情報の広報に努める 

 

WKC フォーラムは、WKC の研究および私たちが暮らす地域社会への貢献を広報し、普及させるための重要な手段で

す。WKC は少なくとも年に 3 回、フォーラムを開催するようにしています。その参加者は学術関係者と一般市民です。

2024 年には 5 回のフォーラムを開催（予定を含む）しました。 

 

• 2023 年 10 月 1 日：WKC サマースクール（9 月 11～22 日）の一環として、学生たちの主導のもと、WKC

フォーラム「Build the world we want; A healthy future for all -地球的視野に立ち、健康を捉える-」を開催

― 参加者 130 名 

• 2023 年 11 月 14 日：WKC フォーラム 2023「災害・健康危機管理（Health EDRM）2024 年研究戦

略：サイロ化の打破と部門横断的アプローチの推進」を開催。関西・WHO 本部・各地域事務局の専門家が

一堂に会し、知識の共有と研究の推進を図りました―参加者 80 名 

• 2024 年 2 月 23 日：日本災害医学会（JADM）と Health EDRM フォーラムを開催し、グローバル・地域・

地元での研究協力を推進。―参加者 130 名 

• 2024 年 6 月 2 日：奈良県の帝塚山大学で開催された日本老年社会科学会第 66 回大会の一環として、

WKC フォーラム「災害・パンデミックなどにおける高齢者の脆弱性とレジリエンス」を開催。WKC が神戸市で継続

的に実施している COVID-19 のパンデミックに対する市民の行動反応に関する研究を取り上げました。―参加

者 80 名 
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• 2024 年 6 月 9 日：静岡県浜松市で開催された第 15 回日本プライマリ・ケア連合学会学術大会の公式プ

ログラムの一環として、「高齢者とプライマリ・ケア：高齢化を見据えたヘルスシステムが埋めるべきギャップとは」

を企画。フォーラムでは、このテーマに関する WKC の研究活動の概要や、日本の高齢者の保健医療分野におけ

る経済的保護に関する研究が発表されました―参加者 200 名 

• 2024 年 8 月 25 日：WKC サマースクール（8 月 5 日～23 日）の一環として、大学生と inochi WAKAZO 

project が共同で「My health, my right～私達の健康、地球の健康～」を開催―参加者 200 名 

• 2024 年 11 月 29 日：世界災害看護学会（WSDN）と共同で Health EDRM フォーラムを開催し、多様な

ステークホルダーが存在し複雑化するグローバル環境において、災害・健康危機管理の実践的なソリューションの

開発を討議。 

 

ウェブサイトとソーシャルメディア：2023 年初めに WHOがパンデミックの終息を宣言するなど、世界情勢が変化したこと

を受け、WKC は神戸グループと合意のうえ、2022 年末までに新型コロナウイルス感染症 (COVID-19) 関連の情報発

信の頻度と量を徐々に減らしていくことを決定しました。 

 

2023～2024 年については、WKC のウェブサイトにある COVID-19 特設ページを、引き続き維持してきました。この特設

ページでは、一般市民向けのメッセージや解説画像、リスクコミュニケーション資料、WKC の地域貢献活動に関する内容

を含め、正確かつ COVID-19 に役立つ情報を公開しており、現在でも日本における信頼できる情報源として多くの閲

覧数を獲得しています。2023 年末、WKC は、ウェブサイト・プラットフォームを最新のものにするために、世界各地の

WHO 事務局で使用されているコンテンツ管理システム（Progress Sitefinity）に移行する新しいプロジェクトをスタート

させました。このプロジェクトにより、2024 年初頭に新しいデザインのウェブサイトを立ち上げることができました。 

 

ソーシャルメディアプラットフォーム「X」においては、9500 名以上の膨大なフォロワー数を活かし、研究プログラムや研究パー

トナーの活動に関する情報を幅広く発信しています。Xはグローバルな SNS ツールであることから、関西圏を含む国内のみ

ならず、世界各国からの閲覧も増えています。X と公式ウェブサイトの全体的なトラフィックはいずれも伸びており、

COVID-19 以外においても WKC の活動の周知に役立っていることがわかります。YouTube チャンネルについては、「災

害・健康危機管理の研究手法に関する WHOガイダンス」など専門的な内容に関する補足情報や動画を配信するた

め、さらなる時間とリソースを投入しました。このほか、日本語話者向けの X 以外の情報発信手段として、英語話者向

けの LinkedIn アカウントを 2023 年 11 月に新設するなど、ネットにおける存在感を高める取り組みも進めています。

WKC の LinkedIn アカウントは運用開始から数か月で約 1200 名のフォロワーを獲得し、高いエンゲージメント率を達成

しました。WKC の研究成果をより多くの人々に知っていただいています。 

 

広報関連の継続的取り組み：WKC では、引き続きWHO 本部の広報部門と連携しながら、日本における信頼でき

る情報源として、COVID-19 に関する正確な情報の発信に努めています。また、日本国内の各メディアにプレスリリースを

自動的に配信するシステムを体系的に活用することで、国や地方のメディアに向けて最新の情報を提供しています。 
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各研究プロジェクトの成果を拡散する広報計画：WKC は研究プロジェクト毎に、成果をどのように普及させるかを明確

にしています。具体的には、従来のジャーナルへの記事掲載、日本語・英語の研究開始時点および終了時点での研究

概要、ウェブサイト上での研究内容の更新、研究者へのインタビュー、特定の研究プロジェクトや研究者についてのツイー

トや LinkedIn 記事、動画などが挙げられます。また、重大な発見や注目すべき新規研究プロジェクトがある場合は、プ

レスリリースを配信することで、国や地方の記者クラブと情報共有を図っています。なお、2023～2024 年に WKC のウェ

ブサイトに追加された記事の数は、日本語・英語ともにそれぞれ 170 件以上でした。 

 

2024 年、WKC は研究成果を広く伝えるための新しい方法として、ウェビナーの利用を開始しました。以下のウェビナーを

開催し、150 名以上のアクティブビューアーを集めました。 

• 2024 年 9 月 10 日：WHO 保健制度資金供給・経済ユニット（HFE）および経済協力開発機構

（OECD）と共同でウェビナー（「人頭払い制度とパフォーマンスに基づく支払いの融合：継続的なケアの質は

向上するか」）を開催。このウェビナーでは慢性疾患を持つ人々のケアの質と予後を向上させる目的で行う医療

サービスの購入体制や支払い方法に関する事例を探りました。 

 

目標 3：地域社会で健康の意識向上に努める 

 

学校での講演：WKC では、小中学生・高校生・大学生を対象に、WHO や WKC の活動に関する講演をリモートと対

面の両方で続けています。2023～2024 年は、地元の学校や大学を中心に 31 回（2023 年：16 回、2024 年：15

回）のオンライン講演を実施しました。 

 

WKC サマースクール＆WKC 学生フォーラム：2016 年から毎年好評を博している WKC 高校生フォーラムに続き、2022

年は「WKC サマースクール」を開催。日本国内の高校生・大学生・大学院生を対象に、世界の保健医療の歴史や現

在と未来の課題について、2 週間にわたる研修プログラムを実施しました。プログラムの中では、WKC のスタッフや外部専

門家のサポートのもと、学生たちが文献レビューや専門家へのインタビューを行いながら、世界の保健医療に関するさまざま

な課題をプレゼン資料にまとめました。成果物であるこれらの資料は、「WKC 学生フォーラム」で発表されました。また、イ

ベントの成功に向けて、WKC では、inochi WAKAZO project を含む地元学生団体との協力も進めてまいりました。 

 

地域の委員会への参加：WKC 職員は、地域の技術委員会や会議への参加を通じて、市民の保健向上に取り組ん

でいます。2023～2024 年に参加した委員会は以下の通りです。 

 

1. 兵庫県新型インフルエンザ等対策有識者会議 

2. 兵庫県受動喫煙防止対策検討委員会 

3. ひょうご・神戸健康危機管理会 

4. 神戸健康・医療戦略会議（オンライン） 

5. 神戸市感染症に対してレジリエントなまちづくりに関する有識者会議 

6. 神戸市ヘルスケア・サービス開発支援事業に関する有識者会議 
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7. 神戸市健康創造都市 KOBE 推進会議（オンライン） 

8. 神戸医療産業都市推進機構ヘルスケア戦略委員会（オンライン） 

9. 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻社会疫学分野外部諮問委員会（書面にてコメントを

提供） 

10. 国際防災・人道支援協議会 

11. 国際復興支援プラットフォーム（IRP）運営委員会 

 

地元および海外イベントへの参加: WKC 職員は、可能な限り地元で開催されるイベントに貢献するよう努めています。

また、関西圏以外でのイベントにおいても、研究で得られた知見を広め、COVID-19 に関する情報を普及させる機会と

して貢献しています。2023～2024 年に参加したイベントは以下の通りです。 

 

2023 年 

• 1 月 1 日： 国連大学 SDGs に関する対談シリーズ 

• 1 月 17 日： 阪神・淡路大震災追悼式典 

• 3 月 9 日： 国際防災・人道支援協議会（DRA）緊急会議 

• 3 月 9～12 日： 第 28 回日本災害医学会総会・学術集会 

• 3 月 15～17 日：第 6 回世界防災研究所連合（GADRI）サミット 

• 8 月 3～4 日：    ベトナムの医療価格設定・規制と価格管理を支援するワークショップ（ハノイ） 

• 9 月 7 日：     持続可能な社会のための科学と技術に関する国際会議（日本学術会議主催） 

• 9 月 25 日：     Population Health Academic Advisory Panel Singapore 

（公衆衛生諮問委員会、シンガポール） 

• 9 月 26 日：     高齢者にやさしい都市に関する円卓会議（シンガポール） 

• 9 月 26 日：     高齢化社会における持続可能な資金調達に関する学術発表（シンガポール） 

• 9 月 26 日：     日本老年学的評価研究機構（JAGES）設立 5 周年記念シンポジウム  

• 10 月 4 日：     日本老年学的評価研究機構（JAGES）プレス発表会 

• 10 月 17～19 日：第 2 回災害医療に係る ASEAN 学術会議（ジャカルタ） 

• 11 月 28 日～12 月 1 日：WHO 南東アジア地域事務局(SEARO)／WHO 本部／世界銀行による東南ア

ジア地域における UHC のための経済的保護の評価に関する研修会議（ジャカルタ） 

 

2024 年 

• 1 月 17 日：阪神・淡路大震災追悼式典 

• 1 月 20 日：日本老年学的評価研究機構（JAGES）シンポジウム（東京） 

• 1 月 23 日：国際防災・人道支援フォーラム 2024（神戸） 

• 1 月 24 日：国際復興支援プラットフォーム（IRP）フォーラム 2024―サイドイベント・シンポジウム（神戸） 

• 2 月 2 日：  第 34 回日本疫学会学術総会（大津） 
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• 2 月 13 日：国際協力機構（JICA）ASEAN 災害医療連携強化プロジェクト（ARCH プロジェクト）（ウェ

ビナー） 

• 2 月 23 日：第 29 回日本災害医学会総会・学術集会（京都） 

• 2 月 28 日：WHO アフリカ地域事務局 (AFRO)のシリーズの一環として、WHO ウェビナー「災害・健康危機管

理に関する科学論文執筆シリーズ―セッション 4：論文の「方法」セクションの作成」を開催。 

• 3 月 14 日：ブルネイ・ダルサラーム国公式訪問団のためのコミュニティ診断ワークショップ（京都大学／WHO 

西太平洋地域事務局 (WPRO)） 

• 6 月 18 日：世界銀行の防災グローバルフォーラム 2024：自然災害リスクへの理解を深める（UR2024）  

（姫路） 

• 7 月 25 日：第 45 回アジア医学生国際会議（AMSC2024） 

• 8 月 24 日：第 50 回日本看護研究学会学術会（奈良） 

• 9 月 5 日：米国国立精神衛生研究所、国立精神・神経医療研究センター、英国国際長寿センター（ILC 

UK）の合同研究シンポジウム（東京） 

• 11 月 6～8 日：第 30 回国際 HPH カンファレンス 2024（広島） 

• 11 月 18～22 日：第 8 回保健システム研究グローバルシンポジウム 2024（長崎） 

 

地元におけるコミュニケーションの強化：WKC と神戸グループは定期的なコミュニケーションの強化に取り組んできました。

WKC と神戸グループは 2024 年 7 月、年に一度の事業検討会議を行い、研究の進捗状況、今後の研究計画、地元

との連携について意見を交わしました。また、WKC と JCC 事務局は定期的に会合を開き、業務の進捗状況をレビューし

てきました。定例会議では、さまざまな議題の中から、地域貢献活動やコミュニケーションの強化に焦点を当てて検討して

います。さらに、神戸グループは毎年 11 月に開催される WKC 諮問委員会（ACWKC）でも重要な役割を果たしてい

ます。 

 

今後の計画案（2024 年～2025 年）と現在の活動 

 

目標 1：国際協力を促進する  

 

共同研究：WKC の研究計画で示された全ての研究テーマに関して、関西を拠点とする研究機関と海外の研究者との

連携を強化する取り組みを今後も拡大していきます。現在、兵庫県災害医療センター、兵庫県こころのケアセンター、神

戸市看護大学、神戸学院大学、神戸大学、甲南大学、京都大学、兵庫県立大学などの 8 を超える地元の学術組

織との直接的な研究協力および会議や専門的なイベントへの参加の輪が広がっています。 

 

WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）の事務局：地方、全国、

および世界の Health EDRM の専門家との共同研究を促進し、現在の活動を進めていきます。2024～2025 年は、

WKC はコンサルタントの協力を得て、Health EDRM のナレッジハブとして引き続きウェブページの拡充を計画しています。

ナレッジハブでは Healrh EDRM RN メンバーや一般市民に共有できる最新の研究とエビデンスのデータベースを提供し、
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より良いエビデンスに基づく政策につながる効果的な知識の統合と普及を図ります。また、講義やウェビナーの YouTube

動画やポッドキャストなどのマルチメディアを活用した情報発信も展開していきます。このほか、「災害・健康危機管理の

研究手法に関する WHOガイダンス」の普及活動の一環として、WHO東地中海地域事務局、WHO ヨーロッパ地域

事務局と共同で開催した、国と地域向けの研究を促進するウェビナーの成功を受け、その後続イベントとして、国・自治

体、その他パートナー向けの対面ワークショップの準備も進めています。 

 

目標 2：WKCの研究活動情報の広報に努める  

WKC は今後も最低年 3 回の WKC フォーラムを開催する予定です。2024～2025 年の開催予定は次の通りです。 

 

• 第 8 回世界災害看護学会学術集会（WSDN 2024）における WKC フォーラム 2024 

• WKC フォーラム 2025＆WKC サマースクール 

 

これらに加え、ウェブサイトとソーシャルメディアを利用して広報活動を引き続き強化し、地域社会と世界の両方の読者

の多様なニーズの理解に努めます。その一環として、WKC ならではのアイデンティティを維持しながら、WHO 本部で導入

済みの新たなウェブサイトプラットフォームへの移行を進める予定です。また、日本語話者に特化した X の活用、英語話

者向けの LinkedIn におけるフォロワー数のさらなる獲得、YouTube における日本語・英語動画の投稿数増を含め、ソー

シャルメディアの運用内容も継続的に見直してまいります。 

 

各研究プロジェクトの広報計画：WKC は広報の専門家と連携して、各研究プロジェクトそれぞれに適した広報手段を

採用しています。具体的には、プロジェクト開始時と終了時にプロジェクトの概要を作成、ソーシャルメディアやウェブサイト

への研究結果に関するメッセージの掲載、共同研究者に関するフィーチャー・ストーリーのビデオ・インタビューやソーシャルメデ

ィア・クリッピングへの掲載等です。こうした広報計画では、各研究プロジェクトに対して最小限の一連の活動（プロジェク

ト概要、ニュース記事、ツイート、研究成果の LinkedIn 記事）、さらには特定の業務を強調するために WKC が実施で

きる選択的要素（ツイッターストーム・キャンペーン、ウェビナー、メディアへの発信、YouTube ミニシリーズなど）を活用しま

す。2024～2025 年には、各プロジェクト・サイクルに広報計画を組み入れて、可視化と普及の強化に努めます。 

 

目標 3：地域社会で健康の意識向上に努める 

 

前述リストで示したような、兵庫県並びに神戸市の技術委員会や会議に参加することにより、今後も地域社会との関

係を強化していきます。また、相互理解と支援を確実にするため、今後も神戸グループとのコミュニケーションの向上に努

めます。 

 

学校での講演：2024～2025 年も引き続き、地元の小中学校、高等学校、大学からの個別要請に応じて、学校での

講演を続けます。WKC では、時と場合により対面講義を再開することもありますが、ほとんどはウェビナーの形でオンライン

講義を行っていく予定です。 
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地域でのコミュニケーションの強化：WKC は定期的に地元との連携強化に関する進捗状況の確認と新しい機会の検

討を行っています。このプロセスを通して、私たちは神戸グループおよび他のステークホルダーと連携して共通の関心分野を

特定していきます。こうした話し合いを通して、地元における連携強化活動の拡大を図っていく予定です。 
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災害・健康危機管理（Health EDRM） 

 

背景 

 

WHOの第13次総合事業計画（2019～2023年）が掲げる3つの戦略的優先課題の1つに、「現在よりも10億人多

くの人々を健康危機からよりよく保護する」というものがあります。この優先課題は、国・地域・世界レベルでレジリエン

ス（強靭性）を構築・維持するとともに、長期的かつ深刻な危機に直面する人々が、生命の維持に必要な医療サ

ービスを速やかに受けられるようにすることを目指しています。WHO神戸センター（WKC）では、よりよい災害・健康危

機管理に向けて、科学的エビデンスを強化するための世界的な取り組みに貢献してきました。その代表的な例が

「WHO災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）」です。  第3回国連防災世

界会議とその成果文書である「仙台防災枠組2015-2030」（仙台枠組）、そして2019年に発行されたWHOの「災

害・健康危機管理枠組」においても、保健医療ニーズへの対応は大きな焦点となっています。 

 

WKCは、激甚災害の予防・備え・対応・復旧に関して豊富な知見を有する国内外の専門家と継続的に連携可能な

独自の立場を活かし、研究領域のギャップ分析や、2018年に神戸市で開催された専門家会議および2019年に淡路

島で開催されたHealth EDRM RNの第1回代表者会議での提言、ならびに日本のこれまでの経験・教訓を踏まえ、

2018～2026年にかけて注力すべき複数の研究分野を選定しました。その際、コロナ禍において災害・健康危機管理

の研究ニーズが高まったことを考慮し、新型コロナウイルス感染症に関連する内容も含めるようにしました。 

 
 

主要研究分野 

 

1. 研究手法の標準化を図るために本研究領域全体のギャップおよび情報ニーズに対応するとともに、倫理的課題にも

対処する。 

2. 災害時の保健医療データの収集と管理について、最適なフォーマットと主要内容を明らかにするとともに、研究手法

の標準化および防災、備え、災害対応、復興の各時期における健康影響についての比較分析を可能にしていく。 

3. 科学的エビデンスに基づく政策立案―適応可能な保健・医療システムを介し、被災者の保健ニーズへの総合的な

アプローチに焦点を当てた、効果的な災害対応を可能にする政策立案を支援する研究を実施する。 

4. 高齢者など脆弱な集団の特定の保健ニーズを調査する。 

 
 

進捗報告（2022～2024 年） 

 

2023～2024 年に終了した研究の成果 

 

2021 年に発行、2022 年に改訂された「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」は、WKC の

Health EDRM 研究活動の主な成果の一つです。2023 年にはオンライン学習教材（章ごとのスライドショー付きのビデオ

講義など）を作成し、地域的・世界的な普及活動を実施しています。具体的には、2023 年 7 月に WHO 東地中海

地域事務局（EMRO）とWHO ヨーロッパ地域事務局（EURO）との初の合同ウェビナーを開催し、2023 年 9 月には 
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日本語版ガイダンスの作成、出版を行いました（2023 年の ACWKC で報告）。2024 年 5 月、WKC とWHO EURO

は、英国健康安全保障庁（UKHSA）の支援を受けて、各国の研究能力構築のための合同ワークショップを開催し、ヨ

ーロッパ地域 10 か国、国際学術機関（世界災害救急医学会（WADEM）など）、大学等からの代表者が参加しま

した。2025 年には同様の共同ワークショップを WHO EMRO と開催することを検討中です。また WKC は、Health EDRM

に関する研究活動を共有することで、WHO AFRO とWHO WPRO の健康危機ウェビナーにおいても貢献しました。 

 

2020～2021 年のコロナ禍に於いて、WKC は、災害・健康危機管理に関する 3 つの研究プロジェクトを立ち上げました。

そのうち、2 つの研究プロジェクトについては、2022～2023 年に完了し、2023 年の諮問員会で報告を終えています。 

3 つ目の研究プロジェクト「コミュニティのレジリエンス（強靭性）強化に向けた戦略に関する体系的同定および評価」

（ベイラー大学、広島大学、マクレナン郡医学教育研究財団、兵庫県立大学、ロビン・ムーア&アソシエーツ、クイーンズ

ランド工科大学、バングラデシュ保健・家族福祉省、テキサス大学サウスウェスタン・メディカル・センター、2021～2024

年）は 2024 年に完了しました。オーストラリア、バングラデシュ、スロベニア、トルコ、アメリカから 175 名の地方自治体職

員と医療従事者を招き、8 つのワークショップを実施したこの研究プロジェクトでは、国連防災機関（UNDRR）が開発・

検証した「公衆衛生システムレジリエンススコアカード」を用いたアンケート調査を介し、公衆衛生の危機対応において優

先すべきアクションについてステークホルダーの意見を収集しました。なお、抽出したアクションの優先順位付けには、逐次

修正型デルファイ法が使用されました。このほか、学術誌への論文発表の準備も進められています。 

 

進行中の研究（2018～2025 年）と期待される成果 

 

WKC は、引き続き Health EDRM RN の事務局としてその役割を果たすとともに、リサーチネットワークの参加者と連携し

ながら、コミュニティ・国・地域・世界レベルの多岐にわたる協力活動を推進しています。2024 年 6 月 30 日時点で 59 か

国から 406 名の専門家が参加しており、WHO 本部・防災部局、世界全 6 か所のＷＨＯ地域事務局、事務局

（WKC）、共同議長（RN 参加者から 2 名を選出）から構成される代表者グループにより、その活動方針が議論され

ています。2023 年 11 月 14 日に第 5 回 Health EDRM RN 代表者会議が神戸で開催され、本部と 5 つの地域事務

局から DRR 担当者が参加しました。会合報告書は WKC のウェブサイトで閲覧できます1。会議では、2024～25 年の

Health EDRM RN は以下の 4 項目を主な活動内容とすることに合意しました。1) 戦略的な話し合いを行い、研究テーマ

と優先順位を見直し、必要に応じて更新する、2) 災害・健康危機管理に関するWHO ナレッジハブを活用して最新のエ

ビデンスを提供することで、現在進行中の課題に対応し、効果的な政策、指針、実践の立案に役立てる、3) Health 

EDRM の研究に充てるリソースや機会を増やしたいと考えている低・中所得国に特に注意を払いながら、世界・地域・

国・地域間レベルでの協力を促進する、4) より多くの研究者とステークホルダーを巻き込んで地域や国での研究を推進し

ています。 

 

第 5 回代表者会議での合意後、WHO の災害・健康危機管理研究の優先課題の更新が進められています（WHO

本部、6 つの WHO 地域事務局、Health EDRM RN の参加者、その他の関西および国内外の学術研究機関）。さら

に、2025 年 5 月に開催される WADEM 世界大会と連携して、第 6 回代表者会議を開催する予定です。災害・健康 

危機管理に関する WHO ナレッジハブのウェブページは 2023 年末に開設され、その内容をさらに充実させる取り組みが

進められています。「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」に関する活動としては、本部と全地域 

 
1 https://wkc.who.int/resources/publications/m/item/the-5th-core-group-meeting 
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事務局の DRR 担当官と協力してエグゼクティブサマリーとポリシーブリーフを作成中です。2024 年末の発行を目指して

おり、現在最終の編集段階にあります。これらの成果物を活用し、2025 年には WHO EMRO と WHO WPRO でさらなる

普及活動を行うことを検討しています。WHO 本部と協力して、これらの新しい出版物を紹介するウェビナーを現在準備し

ています。 

 

もう一つの進行中の研究プロジェクトは「災害によるメンタルヘルスへの影響の軽減：精神保健と心理社会的サポート

（MHPSS）向上のためにさらに効果的な災害リスク低減ツールをサポートするエビデンス」です（メルボルン大学、

Phoenix Australia、モナシュ大学、カーティン大学、岡山大学、大阪大学、イタリア緊急心理社会的支援学会（エミ

リア＝ロマーニャ州）、米国国立 PTSD センター、2023～2025 年）。このプロジェクトの目的は、災害がメンタルヘルス

に与える悪影響を軽減するのに有効な MHPSS のエビデンスを集めることです。この研究は、次の 3 つの段階で進められ

ています：現在行われている MHPSS の方法や、新しい方法を整理して全体像を把握する段階、迅速なエビデンスレビ

ューを実施する段階、得られた情報をまとめ、今後の政策や実践に役立つ提言を行う段階。研究は現在第 3 段階にあ

り、2025 年に完了する見込みです。本研究は、WKC が 2020～2022 年に実施した研究プロジェクト「災害・健康危機

後のメンタルヘルスの長期的予後の決定要因：システマティックレビューとアジア太平洋災害精神保健ネットワークの設

立」（カーティン大学、国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所、兵庫県こころのケアセンター、メルボルン

大学、ハーバード大学、2020～2022 年）のフォローアップ研究です。この研究では災害の種類にかかわらず、被災者の

間で高い精神疾患有病率と症状の長期化が見られることが明らかになったほか、長期的予後における保護的因子とリ

スク因子も特定されました。 
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議題 8 

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ： 

サービス提供、持続可能な資金調達、イノベーション 
 

背景 

 

人口の高齢化とともに、保健医療制度はニーズや需要の変化への対応が求められています。WHO神戸

センター（WKC）は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）実現に向けての進展を加速するた

め、高齢化の観点から保健制度のイノベーションに関する研究を行っています。また、本研究が、特に

低・中所得国のための具体的な政策に結びつくことを目指しています。 本研究プログラムは現在、サ

ービス提供および継続的なケア（LTC）のための資金調達という2つの分野に重点を置いています。急

速な人口高齢化にともない、あらゆる開発段階にある国々が、高齢者に対する適切な医療・社会的ケア

の需要増大に対応するための、LTCの提供および資金調達のオプションに関する研究に取り組んでいま

す。 高齢者は若年者とくらべて一般的に医療サービスを利用する機会が多いため、一人あたりの医療

費が高額になります。このため、政策立案者の間では、高齢化が際限のない医療費の伸びにつながり、

その支出がやがては維持できなくなるのではないかとの懸念が広がっています。 

 

主要研究分野  

 

1. 柔軟性に富み、高齢化社会に継続的かつ革新的な形で適応し、多疾患にも対処しうるサービス提供モ

デルを評価する 

2. 高齢化社会が財源確保や医療費の支出に与える影響を検討し、各国がどのように適応し、政策調整を

行ってきたかを把握する 

 

進捗報告（2023～2024年） 

 

2023～2024年に終了した研究の成果 

 

2018年に始動した経済協力開発機構（OECD）との共同研究は、3段階のフェーズで展開しました。フェ

ーズ１では、WKCは OECDと連携し、各国が UHCおよび経済的保護の推進にあたり価格設定を政策手

段として制度化するため、保健医療サービスの価格設定と投資をどのように行っているかを調べ、研究

結果の要約と日本を含む 9件の事例研究を盛り込んだ書籍を出版しました：保健医療における価格設定

と価格規制：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを推進するための教訓（OECD、WPRO、および

EURO・WPRO地域内の大学、2018～2021年）。本書の研究結果を用いて、WKCはWHO保健制度ガバ

ナンス・資金供給部門と協力し、WHO保健医療財政ポリシー・ブリーフシリーズの中で、価格設定・規

制に関する各国向けの概要を発表しました。フェーズ 2では、高齢者の継続的なケアにおける資金調達

および価格設定に研究対象を拡大しました：高齢者の継続的なケアにおける価格設定（OECD、および

EURO・WPRO地域内の大学、2020～2021年）。この研究からも、9件の事例研究が実施され、そこか

ら得られた教訓の要約が発表されました。さらに研究の成果を一般に広めるため、「継続的なケアに関

するWKC政策シリーズ」を立ち上げ、その中で、事例研究ごとに読みやすい要約と主導研究者のビデ

オインタビューをセットにした政策概要を 9本作成しました。さらに、学術誌  Health Services Impactの

特集にて、保健医療と継続的なケアにおける価格設定に関する論文 5 本が発表されました。 

 

2021年に開始されたフェーズ 3、慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを強化するための購入手

段（OECD、WHO保健制度ガバナンス・資金供給部門、2021～2023年）に関する研究では、非感染性

疾患（NCD）に対する介入と慢性期ケアの質を向上させるための医療事業の購入および報酬の仕組みに

焦点が当てられ、8 つの国の事例研究と、エビデンスレビューに基づく 3件のバックグラウンドペーパー

が作成されました。これらは、2023 年 10 月に WKC と OECD が共同で出版した「慢性期医療に対する質

の高い保健医療サービスのための購入手段」に関するサマリーレポートに盛り込まれています。医療サ
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ービスの購入手段と報酬の取り決めの活用に関して得られたエビデンスや教訓をまとめたこの書籍は、

低・中所得国の慢性期医療の質の向上に有用です。本研究成果の普及促進に向け、9つの政策概要シリー

ズが出版されました。2024年 9月にはWHO保健制度ガバナンス・資金供給部門、OECDと共同でウェビ

ナーを開催、中国とインドネシアのケーススタディの著者 2名の出席も得て好評を博しました。 

 

2018～2025年に進行中の研究と期待される成果 

 

認知症に関する神戸プロジェクトの成功を受け、神戸市との有意義な議論を経て、神戸市における新型

コロナウイルス感染症流行期における二次的な健康被害に関する新たな共同研究が開始されました。こ

れは、地域の公衆衛生の優先課題に取り組むとともに、WKCのグローバルな研究課題にも合致するイニ

シアチブで、公募選考を経たプロジェクトが進行中です：神戸市民における新型コロナウィルス感染症

流行期の行動変化の分析：ヘルスケア行政データベースの二次解析（日本老年学的評価研究機構、神戸

市、京都大学、東京医科歯科大学、日本福祉大学、東京大学、筑波大学、千葉大学、2023～2025年）。

本事業では、研究活用のために公開されている神戸市のヘルスケアデータ連携システム内の行政データ

と神戸市が保有する市民の健康とくらしに関する調査データを活用して、人々の生活習慣、社会参加、

保健医療および介護の利用について、新型コロナウイルス感染症流行期の影響によると考えられる変化

を特定し、政策提言につなげることを目的としています。約 3年間にわたって実施される本プロジェク

トは、2023年 8月にスタートしました。2023年 11月には、WKC・神戸市・日本老年学的評価研究機構 

(JAGES) によるプレスリリースが発表されました。JAGESと神戸市は、2023年 11月から 12月にかけて

壮年期の市民を対象とした健康とくらしの調査を共同で実施しており、この調査結果についても他のデ

ータと合わせて分析する予定です。神戸市および研究チームとは、データの抽出と分析の進捗状況を共

有するために定期的な会議を行っています。本研究プロジェクトについては、日本老年社会科学会年次

大会に於いて開催したWKCフォーラム（2024年 6月 2日・奈良市）、また、第 83回日本公衆衛生学会

総会のシンポジウム（2024年 10月 29日・札幌市）においても発表を行うなど、進捗状況を広く発信し

ています。 

持続可能な資金調達の分野では、数件の共同プロジェクトが継続中です。WHO欧州保健制度政策観測所

とWHO西太平洋地域事務局（WPRO）のパートナーシップにより、人口高齢化が保健医療財政に及ぼす

影響に関する研究 （WHO欧州保健制度政策観測所およびWPRO、2018～2025年）が進められていま

す。WKCは、2020～2021年にWPROおよび欧州保健制度政策観測所と共同で、健康な高齢化が医療支

出および経済成長の動向にそれぞれどのように影響を及ぼすかを把握するため、6カ国（日本、モンゴ

ル、韓国、ベトナム、オーストラリア、ニュージーランド）において 2セットの事例研究を実施しまし

た。シミュレーションの結果、労働年齢人口の健康状態の改善が GDPの成長につながる可能性が予測さ

れています。こうした結果は、状況の異なる 6カ国において実施されたシミュレーションごとに認めら

れました。すなわち、事例研究の結果から、人々が健康に歳を重ねる機会は多く、健康な高齢化が経済

に貢献する可能性が示されています。各事例研究につき 1本、合計 12本のポリシー・ブリーフが完成

し、西太平洋地域レベルでのレポートも発表されています。本研究から、「高齢化による保健医療制度

の財政的持続可能性ギャップ （PASH）シミュレーター」が開発されました。これにより政策立案者

は、国によってさまざまな人口構成の変化により、保健医療の支出と財源の双方が今世紀末までどのよ

うに推移するかを見ることができます。財源と支出の間に財政ギャップがある場合には、いくつかの政

策オプションを選ぶことでどのような効果が見られるかもこのシミュレーションを使って検討すること

ができます。人口高齢化が保健医療財政にどのように影響を及ぼすかは、高齢化社会の必然的な結果と

いうよりは、政策の選択の結果であるというのが、本研究の総括的なメッセージです。このシミュレー

ターは、西太平洋地域の国々の政策立案者により試験運用され、現在、より新しいデータに基づく更新

が行われています。 
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WKCは、WHO保健制度ガバナンス・資金供給部門、WHO高齢化部門、WHO欧州保健制度政策観測

所と連携し、人口高齢化を踏まえた持続可能な資金調達に関する研究プロジェクトを主導しています

（2021～2025年）。WHO旗艦プロジェクトである本研究の成果は、複数の出版物として発表され、継続

的な協働関係が築かれています。 

 

WHO欧州保健制度政策観測所およびWHO欧州地域事務局（EURO）とともに継続中の共同事業（2021

～2025年）では、「ケア・ディビデンド: 継続的なケア (LTC) に対する投資利益」と題した書籍に研究

成果をまとめました（ケンブリッジ大学出版局より 2024年に発表予定）。本事業では、LTCの構成要素

および政策のオプションをとりまとめ、書籍に編集して体系的に提示することを目指し、あらゆる所得

レベルの国々の経済・社会全体にとって、質の高い LTCへ投資することの利点を実証しました。本研究

では委託研究を実施して、あらゆる所得レベルの国々が、人口高齢化にともない、保健医療サービスの

提供形態を高齢者のニーズと需要にどのように適応させようとしているかについて、特に持続可能な

LTC制度の構築を通した考察を行いました。2024年から 2025年にかけて、WKCは同書籍の編集者と連

携して、同書籍に基づくWHOブリーフィングペーパー・シリーズを作成し、研究知見を政策立案者向け

に発信することを目指しています。 

 

新たな取り組みとして、LTC 労働力のニーズ予測のためのシミュレーターを開発中です（欧州保健制度

政策観測所、WHO欧州事務局、WHO西太平洋地域事務局、2024～2025 年）。このシミュレーターは、

さまざまな年齢層に必要な、また、人口年齢構成の経時的変動に沿って求められる人口あたりの LTC労

働者（介護労働者）の密度を想定して、さらには、ケアの場所（例：施設・地域ベース・インフォーマ

ルケアの混合）など、他の関連する要因を前提として、LTCに従事する労働者の需要を予測します。供

給側の要因としては、労働年齢人口の規模、失業率、移民の受け入れ、労働力の参入率と離職率、賃金

などがあげられます。シミュレーターは、LTC労働者の需要と供給のギャップ、LTC労働力に関連する

コスト、需要と供給のギャップを埋めるための関連コスト（賃金条件など）、また、介護職に必要とさ

れる労働年齢人口の規模などについて、推定値を生成します。研究チームは、既存の方法論的アプロー

チ、LTC労働力のモデルと手法、介護・ケアの労働力供給の決定要因に関する文献のレビューを実施、

研究結果は 2024年に出版される予定で、並行して LTC労働力のシミュレーターの開発に向け、統計モデ

リングが進行中です。 

 

WHO 旗艦プロジェクトの主な成果は、継続的なケア (LTC) のための資金調達：低・中所得国に向けた

教訓に関する 10 件のリサーチブリーフとしてまとめられました（ロンドン・スクール・ オブ・エコノミ

クス、京都大学、カナダ・ダルハウジー大学、国立長寿医療研究センター、ハーバード大学、リスボン

経済経営学院、2021～2023 年）。WHO本部の 3つの専門部門が学術機関とともに共同で取り組んできた

グローバルな研究事業で、LTCに関して、ジェンダーの観点の考察、公的な資金調達策、イノベーショ

ンに関する迅速レビュー、日本における世代間移転と財政的安定性などに関する 5件のバックグラウン

ドペーパーが作成されました。6 件目のバックグラウンドペーパーは、LTC の公的な制度における労働者

とインフォーマルな介護者を支援するための政策オプションに焦点を当てて作成中です。これらのバッ

クグラウンドペーパーは、研究結果と 低・中所得国に対する示唆を総括した 10 件のブリーフシリーズの

根拠となっています。ブリーフ 1 では、低・中所得国 における LTC の需要の要因について取り上げてい

ます。 2050年までに 65歳以上の高齢者のほとんどが低・中所得国に居住すると推定されており、同時

に、その大半には加齢による健康上の問題が 65歳以前に生じると考えられています。ブリーフ 2では、

公的制度を通じた LTCケアの人口カバー率の選択肢について検討します。高齢者向けの LTCに対する

投資に取り組む各国政府は、サービスカバレッジを普遍的なものにするか、特定のグループや貧困層を

対象に選択的にするかという政策選択に直面します。普遍的な LTCは費用がかさむことが想定されるも

のの、実際にはその給付パッケージの範囲や実装の仕方などに左右されることを指摘しています。ブリ

ーフ 3では、各国がどのように LTCのための資金を調達するかという難題を取り上げます。LTCの制度

が存在しない場合は、個人・家族・コミュニティが費用を負担することになるため、サービスへのアク

セスが不公平になりがちで、経済成長にも悪影響を及ぼすと考えられます。低・中所得国が LTCの財源

として総合課税や保険プログラムを用いる際の具体的な教訓も示します。ブリーフ 4では、給付パッケ
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ージでカバーできる LTCサービスを取り上げます。 LTC 給付パッケージの確立は、ニーズと受給資格

がどのように決定されるかを継続的に評価し、受給資格の閾値を設定し、エビデンスに基づいて給付と

サービスを定期的に見直し、サービスを資金調達と提供システムにリンクさせる継続的なプロセスであ

ることが説かれています。ブリーフ 5 では、各国が LTC の資金調達とサービス提供をどのように調整し

ているかに関するエビデンスを提示します。多くの国では、サービスの提供を地域コミュニティへ移行

する傾向にありますが、このアプローチではコミュニティレベルでの品質保証制度に対する投資が必要

とされます。ブリーフ 6 では、高齢に達したとき多くの人が必要なケアを受けるのに十分な貯蓄を有し

ない状況を踏まえ、各国が LTC に関する経済的保護を確保する方法を考察します。認知症や脳卒中を患

った人など最も支援を要する人々に的を絞る政策もあれば、高額な LTC 支出から人々を保護するために

必要なサービスを制限することなく個人の自己負担に上限を設ける国もあります。ブリーフ 7 では、

LTC の質と価値の向上のためのエビデンスを示します。 新型コロナウイルス感染症流行期、LTC施設に

おいて脆弱な高齢者の予防可能な死亡例が非常に多かったことが明らかになりましたが、このことは、

多くの場合において、LTC施設の質と安全対策が不十分であったことに起因すると考えられます。ブリ

ーフ 8では、LTCの財政的な持続可能性に関する世界的なエビデンスを提示しています。経済・保健・

社会の各セクターにわたる LTCへの投資による広範な経済全体へのインパクトを考慮する必要性が示さ

れています。ブリーフ 9では、LTC制度における労働者の採用、労働力の定着、トレーニングに十分な

リソースを割り当てることなど、LTCのフォーマルな制度における労働者を支援するための政策に焦点

を当てています。ブリーフ 10では、インフォーマルな介護者を支援するためのオプションについて議論

します。ケアに費やす時間と介護への貢献を評価し、有給休暇や無給休暇などインフォーマルな介護者

を支援する政策が検討されています。 

 

ブリーフ 1～8については、現在、スペイン語とポルトガル語への翻訳版を準備中です。 
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人口高齢化を踏まえた 

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの指標と測定 
 

 

背景 

 

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）は 2030年の達成を目指す国連持続可能な開発目標（SDGs）

の一目標です。UHCに取り組む各国は、全ての人が必要とする質の高い医療サービスの提供を目指すとと

もに、こうしたサービスへのアクセスが過度の経済的負担につながらないようにしなければなりません。

現在、世界保健機関（WHO）と世界銀行が共同開発したフレームワークが UHCの測定とグローバル・モ

ニタリングの基準となっています。こうしたグローバルな UHCモニタリングの枠組みはたしかに重要な参

照基準ではあるものの、具体的指標は各国の状況に基づき調整され、変化する環境に合わせられるべきで

す。 

 

具体的には、WKCは、UHCの測定とモニタリングのシステムを、人口の高齢化によって生じる保健医療

制度の課題（公的な介護・継続的なケアに対する需要の増加を含む）に適応させる方法について、各国向

けに情報を提供するための研究に取り組んでいます。WKCはこれまで、高齢者の医療・社会的ケアの未充

足ニーズのレベルに関して世界的なエビデンスを収集してきました。今後は、とりわけ低・中所得国の高

齢者の未充足ニーズに関するデータを強化するために、特定のWHO地域に焦点を当てた研究を実施する

予定です。また、高齢者のいる世帯について、ヘルスケア、社会的ケアの双方を含む継続的なケアの費用

の自己負担がもたらす経済的影響をより正確に把握するために、経済的保護に関する評価方法の促進を目

指しています。 

 

主要研究分野（2022～2025年） 

 

1. 高齢者向けの保健サービス、経済的保護、ケアの質と公平性の測定に関する現行の研究状況の分析 

2. 人口高齢化の状況において各国が UHCモニタリングを実施するための指標と評価ツールの開発支援 

 

進捗報告（2023～2024年） 

 

2023～2024年に終了した研究の成果 

 

地元地域への影響を考慮した高齢者の医療における経済的保護に関する研究が 1 件完了しました。関西地

域に有意義な日本の高齢者にみる過度な医療支出および未充足のケアニーズがもたらす経済的困窮に関す

る家計調査分析（東京都健康長寿医療センター、 慶応義塾大学、甲南大学、国立国際医療研究センター、

大阪大学、2021～2023年）：2004年から 2020年にかけて実施された日本家計パネル調査のデータ分析に

よると、総世帯消費額の 10%を超える自己負担医療費（SDG 3.8.1指標）の発生率が、65歳以上の高齢者が

いる世帯（調査期間中：10.9%～22.9%）では、64歳以下の若年者のみの世帯（調査期間中：5.2%から

9.9%）よりも、高い傾向にあることが明らかになりました。その一方で、同じ期間中、医療の受診放棄に

よる未充足のケアニーズの発生率は、高齢者（1.8%から 8.6%）よりも若年者（6.2%から 15.5%）で一貫し

て高い傾向にあることがわかりました。また、60歳以上を対象とした全国高齢者基礎調査の分析を行った

ところ、日常生活動作に制限があると報告した人のうち、15.5%が非公式および公的なケアやサポートが不

足していると回答し、62.5%が介護保険サービスの受給資格を認定されていないことがわかりました。地域

間の比較では、関西地域では、医療費の自己負担が総世帯消費額の 10%を超える割合が他の地域よりも低

い傾向にある一方で、高齢者の未充足ニーズが高い傾向にあることがわかりました。本事業から得られた

研究成果は、WHO・世界銀行「保健医療分野における経済的保護に関するグローバル・モニタリング・レ
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ポート」（2021年）に取り上げられたほか、査読付き学術誌にも発表されました。関西地域に関する研究

結果については日本語でとりまとめられ、地元保健当局に提供されています。WKCと東京都健康長寿医療

センター研究所は、共同プレスリリースを発行、学術誌 Health Economics Review に発表した研究成果につ

いて発信しました。本研究は、2024年 6月に静岡県浜松市で開催された第 15回日本プライマリ・ケア連合

学会学術大会にてWKCが主催したフォーラムにおいても発表されました。後述のとおり、この事業に参

画した地元の研究者と共同で、新たな追跡研究が進行中です。 

 

高齢者の医療・社会的ケアにおける未充足のニーズを定量化するための多国間にわたる横断研究および縦

断研究（インターナショナル・ヘルス・トランジションズ、イタリア国立研究評議会神経科学研究所

（CNR-IN）／縦断的保健・国家間統計モデリングに関するWHO研究協力センター、ヨーテボリ大学：

2019～2023年）：本研究では、高齢者におけるヘルスケアおよび社会的ケアの未充足ニーズの発生率につ

いて、83か国を対象とした調査データの二次解析から複数の国の推定値を算出しました。60歳以上の成人

の未充足のヘルスケアニーズは 2% 未満の低レベルから 50% を大幅に上回る高レベルまで、推定値に開き

が見られました。 社会的ケアの未充足ニーズも 4%未満から 40%以上の範囲で、推定値には開きが認めら

れました。研究結果は、WHO・世界銀行の Tracking Universal Health Coverage: Global Monitoring Report（非

公式訳：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの追跡：グローバル・モニタリング・レポート）2021年版お

よび 2023年版に反映されています。 ワーキングペーパーならびにテクニカルノートは WKC ウェブサイト

で公開中、学術論文については、1件が 2023 年 9 月に Population Health Metrics に掲載され、もう一件の論

文の査読審査が進行中です。 

 

本研究の完了後、2023年には、2019年の欧州健康面接調査の第 3調査群のデータを用いた追加分析を実施

しました。27か国の 15歳以上の個人の調査サンプル全体からヘルスケアの未充足ニーズを、また、28 か

国の 65 歳以上の個人を対象として社会的ケアの未充足ニーズを、それぞれ解析しました。 その結果、15 

歳以上の 24.4% にヘルスケアのアンメットニーズが確認されてはいるものの、年齢関連性を示唆する明確

なパターンは見られないことがわかりました。ほとんどの国に共通して、ヘルスケアの未充足ニーズの要

因は、主に待ち時間、次にコストと交通手段・距離があげられました。 65 歳以上における社会的ケアの未

充足 ニーズの割合は、日常生活活動に関連するニーズが 35.4%、日常生活の手段に関連するニーズが 

30.8% でした。詳細なテクニカルレポートならびに研究概要は WKC ウェブサイトで公開中、学術論文は準

備中です。また、後述のとおり、特定の WHO 地域に焦点を当てた新たな追跡調査が進行中です。 

 

高齢者の医療・社会的ケアに関するアンメットニーズの評価方法を促進するためのグローバル・リサーチ

コンソーシアム（オーストラリア・ニューカッスル大学、オーストラリア国立大学、オーストラリア・ニ

ューサウスウェールズ大学、スウェーデン・ヨーテボリ大学、イタリア・パドヴァ大学、シンガポール・

国際長寿センター、英国・ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、2022～2023年）：このプロジェクトに

は、WHOの全地域から高齢者のケアに関する多様な専門知識を持つ 60名以上の有識者が参画、一連のオ

ンライン協議を通して、世界中の高齢者を対象に未充足ケアニーズをよりよく把握し対処するための優先

課題、ならびに、主要な方法論的課題の特定に取り組みました。コンソーシアムの大半を構成する学識者

に加えて、国家政府の職員や顧問、NGOの職員も参画しました。主要文書、既存のデータベース、高齢者

の未充足ニーズを評価するための調査ツールなど、リソースの集積が行われました。プロジェクトの終了

にあたり、本事業に参画した研究者数名により、高齢者の医療・社会的ケアの未充足ニーズに関する追跡

研究・評価を促進することを目的とした世界的なリサーチコンソーシアム（CARETRACK）が結成され、

英国・ロンドン大学衛生熱帯医学大学院のシェリーン・フセイン教授が議長に任命されました。 

 

2024年、WKCは 6月 10日〜11日に神戸にて高齢者のアンメット・ケアニーズに関するデータの強化に関

するテクニカルミーティングを開催しました。本会議では、WKCが取り組んできた研究の成果を評価する

とともに、WHO地域事務局の担当官や外部の研究パートナーと意見や情報を交換し、世界の高齢者のアン

メットニーズに関するデータの質と可用性をさらに向上させるための優先順位についての討議を行いまし
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た。会議には CARETRACKから主要メンバーが出席しました。会議報告書は 2024年 9月に発表され、測

定方法の標準化や、より多くの国の未充足ニーズのレベルを推定するための既存データの分析など、本研

究に求められる次なる段階が示されました。この分野におけるWKCの取り組みの認知度向上を図るため

に、会議参加者との一連のビデオインタビューをはじめ、WKCのウェブサイトやソーシャルメディアなど

マルチメディアを活用した情報発信に尽力しました。会議参加者の一部は、2024年 11月 18日から 22日に

長崎で開催される第 8回保健システム研究グローバルシンポジウム（HSR 2024）に於いてWKCが主催す

るセッション「ヘルスケアの未充足ニーズ測定の最新状況：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジのための

サービスカバレッジと経済的保護のモニタリング強化」に、他の主要な専門家とともに出席、この領域に

おけるWKCの取り組みが世界の保健コミュニティでより広く認知される契機となりました。 

 

 

2024～2025年に進行中の研究と期待される成果 

 

2024年から 2025年にかけて、WKCはWHOテクニカルプロダクトとして、高齢者の医療・社会的ケアの

未充足ニーズの測定に関するテクニカルレポートの開発を主導しています。この事業は、UHCの進捗状況

をモニタリングするための追加指標として、保健医療サービスのアンメットニーズを用いることの重要性

とその実現可能性を検討するようWHOに要請した第 76回世界保健総会決議 76.4に応えるものです。ま

た、保健に関連する持続可能な開発目標の指標、ならびに、国連「健康な高齢化の 10年」の指標について

進行中のWHOレビュープロセスへ貢献するとともに、各国向けにアンメットニーズの測定手法に関する

ガイダンスを提供し、アンメットニーズに関する世界的なデータ・エビデンスのギャップを埋めることに

寄与することが期待されます。 

 

テクニカルレポートの作成にあたっては、WHO地域における高齢者の医療・社会的ケアにかかわる満た

されていないニーズに関する入手可能なデータのレビュー：アナリティカル・リサーチ（英国）、一橋大

学社会科学高等研究院（日本）、インターナショナル・ヘルス・トランジションズ（オーストラリア・キ

ャンベラ）、マケレレ大学公衆衛生大学院（ウガンダ）、ヨーテボリ大学（スウェーデン）（2024～2025

年）を実施中です。本テーマに関する専門知識と当該地域に関する知識を備えたチームが公募選考により

選抜され、割り当てられたWHO地域ごとに、それぞれ文献のシステマティックレビュー、利用可能な調

査データの特定、および当該地域の加盟国１つ以上について、調査データの二次解析を実施しています。

この研究は、世界規模で実施されたWKC先行研究に基づいています。研究チームは、WKC の担当官およ

び 各WHO 地域事務局の担当者と協議しながら研究事業を進めています。アメリカ大陸地域については、

同地域事務局担当官により情報の多くがすでに集積できているため当該レビューは不要である旨判断され

たため、本事業には含まれていません。前述のとおり、2024 年 6 月 10 日～11 日、全ての研究チーム、な

らびに、WHO 地域事務局、WHO 本部から担当官が神戸に参集し、テクニカルミーティングが開催されま

した。この会議では、それぞれの研究の進捗状況について議論され、その結果は第 8回保健システム研究

グローバルシンポジウム（HSR 2024）に於いて発表されました。今後、2025年には、本事業の成果とし

て、5つのWHO地域ごとのテクニカル・レポートと各地域の研究結果をまとめた総括ブリーフを作成する

予定です。 

 

これらの研究結果に基づき、WKCは地域事務局との共同研究をさらに促進し、地域の優先課題に取り組む

ことを計画しています。現在新規に、西太平洋地域における高齢者の医療・社会的ケアの未充足ニーズの

定量化と政策推進要因の把握に関する研究（実施中：2024～2025年）が進行中で、この研究を通じて、西

太平洋地域の他の国々における高齢者の医療・社会的ケアの未充足ニーズの水準に関する新たな推定値の

把握、ならびに、アンメットニーズに影響する政策の分析結果の提供が期待されます。また、アメリカ、

南東アジア、アフリカの各地域事務局と協力して、それぞれのフォローアップ研究に関する協議も進めて

います。 
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WKCは、引き続きジュネーヴ本部の保健システムガバナンスおよび資金調達ユニットとの緊密な連携を継

続し、高齢者が同居する世帯に関連する経済的保護についての多国間分析（実施中：2020〜2024年）に関

する共同研究を行っています。本事業では、高齢者に関連するヘルスケアにおける経済的保護についての

世界統計を作成し、高齢者の経済的困難と満たされていないケアニーズとの関連性を分析しています。こ

れらの分析結果は、WHO・世界銀行の Tracking Universal Health Coverage: Global Monitoring Report（非公式

訳：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの追跡：グローバル・モニタリング・レポート）2021年版および

2023年版に掲載されました。2023年のレポートでは、60歳以上の高齢者が少なくとも 1人同居する成人世

帯は、高齢者が同居しない世帯と比較して、世帯予算全体の 10％を超える自己負担医療費の発生率が最も

高いという調査結果が強調されました。2024年には、医療費の自己負担による経済的困窮の偏りに関する

世帯年齢構成別の追跡：テクニカルブリーフ を発表しました。この文書では、自己負担医療費により高齢

者世帯に生じる深刻なレベルの経済的リスクを明らかにするデータ分析に関するガイダンスを各国に提供

するとともに、UHCと SDG 3.8.2のグローバルモニタリングのプロセスの一環として、経済的保護の指標

について各国が行うべき分析の基準を定めています。新たな分析結果は、2025 年の WHO・世界銀行 UHC 

追跡グローバル モニタリング レポートへの発表が見込まれています。 

 

こういったグローバルな研究課題に関連して、WKCは地元の研究者と共同で、日本のデータを用いた高齢

者世帯の家計の破綻につながるような医療費の分析を行う、新たな研究に着手しました（甲南大学、実施

中：2024-2025年）。本研究では、日本家計パネル調査のデータを使用して、家計に破綻をきたすような自

己負担医療費を算出するさまざまな手法を比較し、その結果から、経済的保護に関して世帯の年齢構成や

経済状況に関連した不平等がどの程度把握できるかを調査します。この研究から得られるエビデンスは、

高齢者世帯の医療費の自己負担を分析するための主要な考慮事項を特定するために有用であることから、

介護・継続的なケアの自己負担から生じる経済的負担を推定する上で意義ある成果が期待されています。 
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